
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上山市議会会議録 
 

第５２８回定例会 

一般質問 

（令和４年１２月５日） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和４年１２月 第５２８回定例会 一般質問 

令和４年１２月５日（月） 

一般質問議員及び質問要旨 

期日 順位 質問議員 質問要旨 
ページ 

番 号 

12 

月 

５ 

日 

（月） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 石 山 正 明 

１ 高齢者が安心して住み続けられるまちづくりについ

て 

（１） 後付け安全運転支援装置購入への支援 

（２） 高齢者等運転免許自主返納支援制度の拡充 

（３） デマンドタクシーの対象地域の拡大等 

３２～４３ 

２ 守 岡  等 

１ 知的障がい者や自閉症の方々に対する選挙の投票支

援について 

（１） 選挙に参加しやすい環境づくりを補助する「や

さしい投票ガイド」の作成 

（２） 投票所で意思疎通を図る「視覚支援カード」の

活用 

（３） 知的障がい者施設における「模擬投票」の実施 

２ 子どもたちの読解力・思考力向上の取組について 

（１） 基礎的読解力を調査するリーディングスキルテ

スト（ＲＳＴ）の実施 

（２） 思考力向上に向けた具体的取組 

   ア 子どもたちの考えたことを可視化することに

よって思考力を向上させる「思考ツール」の活

用 

   イ 多様な意見を積み重ねる「哲学対話」の活用 

４３～５４ 

３ 川 口  豊 

１ 市民に対する情報発信の強化について 

（１） 二日町プラザに「サテライトスタジオ」の設置 

（２） 防災ラジオの全戸配布 

２ 長引くコロナに対する継続的な地元企業支援 

（１） 積極的な設備投資に対する中長期的な支援 

３ 市民のための日帰り温泉施設整備について 

（１） 長期休業中の村尾旅館の買収と整備 

５４～６３ 

４ 尾形 みち子 

１ 犯罪被害者等支援条例の制定について 

（１） 被害者等見舞金制度の創設 

（２） 被害者等支援窓口の設置 

６３～６８ 

５ 枝 松 直 樹 

１ 営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）の普及

支援について 

２ こどもまんなか社会の実現について 

（１） 子ども権利条例の制定 

（２） 小中学校の学校給食の無償化 

（３） フリースクールを活用した学習支援 

（４） 学習障害を持つ児童生徒への合理的配慮の充実 

６８～７９ 

     



 

 

６ 大 沢 芳 朋 

１ 次期市長選出馬について 

２ 廃校舎等の空きスペースを活用した企業誘致につい

て 

３ 災害時に備えた避難所へのソーラーパネル設置につ

いて 

７９～８９ 

７ 神 保 光 一 

１ 新型コロナ対策について 

（１） クラスターが発生した病院や高齢者施設等への

対応 

   ア 業務従事者の宿泊施設の確保と調整 

   イ 宿泊施設利用料金の支援 

８９～９４ 
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  令和４年１２月５日（月曜日）  午前１０時 開議 
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議事日程第２号 

    令和４年１２月５日（月曜日）午前１０時 開議 

 

日程第 １ 一般質問 

    （散  会） 

 

                                             

本日の会議に付した事件 

 議事日程第２号に同じ 
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出 欠 席 議 員 氏 名 

出席議員（１５人） 

  １番   長  澤  長右衛門  議員    ２番   石  山  正  明  議員 

  ３番   佐  藤  光  義  議員    ４番   守  岡     等  議員 

  ５番   髙  橋  要  市  議員    ６番   棚  井  裕  一  議員 

  ７番   谷  江  正  照  議員    ８番   尾  形  み ち 子  議員 

  ９番   川  口     豊  議員   １０番   中  川  と み 子  議員 

 １１番   神  保  光  一  議員   １２番   枝  松  直  樹  議員 

 １３番   川  崎  朋  巳  議員   １４番   髙  橋  義  明  議員 

 １５番   大  沢  芳  朋  議員 

 

欠席議員（０人） 

 

                                             

説 明 の た め 出 席 し た 者 

 

横  戸  長 兵 衛 市 長  山  本  幸  靖 副 市 長 

尾  形  俊  幸 
庶 務 課 長 
(併)選挙管理委員会 
事 務 局 長 

 冨  士  英  樹 市政戦略課長 
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鈴  木  英  夫 財 政 課 長  前  田  豊  孝 税 務 課 長 

佐  藤     毅 市民生活課長  鈴  木  直  美 健康推進課長 

鏡     裕  一 福 祉 課 長  大  澤  泰  雄 子ども子育て課長 

木  村  昌  光 商 工 課 長  安  田  紀  之 
観光・ブランド 
推 進 課 長 

漆  山     徹 
農林夢づくり課長 
（併）農業委員会 
事 務 局 長 

 横  戸  利  平 建 設 課 長 

須  貝  信  亮 上下水道課長  武  田     浩 
会 計 管 理 者 
( 兼 ) 会 計 課 長 

黒  田  彰  久 消 防 長  横  戸     隆 
教 育 委 員 会 
教 育 長 

土  屋  光  博 
教 育 委 員 会 
管 理 課 長  塚  原  洋  樹 

教 育 委 員 会 
学 校 教 育 課 長 

高  橋  秀  典 
教 育 委 員 会 
生 涯 学 習 課 長  舟  越  信  弘 

教 育 委 員 会 
スポーツ振興課長 

板  垣  郁  子 
選挙管理委員会 
委 員 長  花  谷  和  男 

農 業 委 員 会 
会 長 

大  和     啓 監 査 委 員  鈴  木  淳  子 
監 査 委 員 
事 務 局 長 

 

                                             

事 務 局 職 員 出 席 者 

 

金  沢  直  之 事 務 局 長  鈴  木  淳  一 副 主 幹 

伊  藤  寛  人 主 査  齋  藤  理  恵 主 任 
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開  議 

 

○長澤長右衛門議長 出席議員は定足数に達し

ておりますので、これより直ちに会議を開きま

す。 

 本日の会議は、お手元に配付いたしておりま

す議事日程第２号によって進めます。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

日程第１ 一般質問 

 

○長澤長右衛門議長 日程第１、一般質問であ

ります。 

 初めに、２番石山正明議員。 

〔２番 石山正明議員 登壇〕 

○２番 石山正明議員 おはようございます。

議席番号２番、会派蔵王の石山正明でございま

す。 

 通告に従い、順次質問をさせていただきます。 

 現在、我が国が直面している大きな問題の一
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つは、少子高齢化であります。少子化は、合計

特殊出生率が２．０８を下回った状態で、経済

活動や社会活動に様々なデメリットをもたらす

と言われております。また、６５歳以上の人口

が総人口の１４％を超えた場合を高齢社会、２

１％を超えた社会は超高齢社会と呼ばれており

ます。 

 本市の高齢化率は、平成２８年に３５％を超

え、令和４年４月現在では３９．７％と超高齢

社会となっております。超高齢化の要因は、大

きく分けて、１つ目は医療技術の進歩、社会環

境の変化等により平均寿命が延び、６５歳以上

の人口が増加したこと、２つ目は、結婚や出産

に対する価値観が多様化し、晩婚化、未婚化が

上昇し、若年人口が減少したことが原因であり

ます。 

 本市においては、この超高齢社会に対し、官

民一体となって財政状況や社会環境を考慮しな

がら柔軟に対応をしておりますが、これまでの

本市発展の原動力となった高齢者が生き生きと

住み続け、上山に住み続けてよかったと感じら

れるまちづくりをさらに進めるために、質問を

させていただきます。 

 まず、初めに後づけ安全運転支援装置購入へ

の支援についてであります。 

 令和４年１１月、福島市の市道で９７歳の高

齢者が運転する軽自動車が歩道上の女性をはね、

並木をなぎ倒しながら次々と衝突し、６名が死

傷する事故が発生したことは記憶に新しいこと

と思います。警察のこれまでの捜査では、現場

にはブレーキ痕がなく、加害者の運転免許更新

の際の検査では、認知機能に問題はなかったと

のことであります。 

 令和３年６月末での警察庁交通局による統計

によれば、人口１０万人当たりの死亡事故で高

齢者が当事者となる件数は年々増加傾向にあり、

特に７５歳以上の運転者による操作不適による

死亡事故は、７５歳未満の運転者の約３倍にも

なっております。特に、ハンドルの操作不適と

ブレーキとアクセルの踏み違いによる事故が多

く、令和元年度の踏み違いによる事故は、７５

歳未満が０．５％なのに対し、７５歳以上の高

齢者は７％と高く、加齢による判断能力、交通

状況の認識、身体の反応速度の低下により重大

事故を引き起こしていると分析をしております。 

 このようなドライバーの運転操作の誤りによ

る重大事故を減少させるために、経済産業省に

よる自家用自動車を対象とした安全運転サポー

ト車普及事業費補助金や、国土交通省による事

業用自動車を対象とした安全運転サポート車普

及促進に係る自動車事故対策費補助金、いわゆ

るサポカー補助金が交付されましたが、予算総

額１，０９８億円の上限に達したため、令和３

年１１月末に打ち切られました。 

 運転の誤操作による悲惨な事故を防ぐために、

令和３年１１月以降に販売される新型車及びフ

ルモデルチェンジする車種から順次自動ブレー

キの装備が義務づけられましたが、経済的な負

担が大きいために、自動ブレーキ装備車に乗り

換える人は少ないのが現状です。 

 近年、高齢ドライバーの重大事故を軽減する

ために注目されているのは、国土交通省が認定

している誤発進抑制装置です。この装置は、障

害物を検知したり不自然なアクセルワークを感

知すると減速させます。衝突被害軽減ブレーキ

（ＡＥＢＳ）とは機能が違い、自動的に車を停

止させることはできませんが、ペダルの誤操作

による事故や被害を軽減できると言われており

ます。 

 令和４年、国土交通省が一定の機能を有する
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と認めたものは、ペダル踏み間違い急発進等抑

制装置や、アクセルとブレーキを一体化させ、

ただ踏んだ場合はブレーキが作動するペダル踏

み間違い防止装置など、３分類１６装置であり

ます。 

 この後づけ安全運転支援装置購入への支援に

ついては、愛知県豊田市において、６５歳以上

の市民に対し最大６万円の購入支援をしており

ますが、本市においても、市民の安心・安全を

守るため、後づけ安全運転支援装置購入の支援

をするべきと考えますが、市長の御所見をお伺

いいたします。 

 次に、高齢者等運転免許自主返納後の支援制

度の拡充についてお尋ねいたします。 

 まず、本市の運転免許保有者数でありますが、

山形県警察本部交通部運転免許課によれば、令

和３年１２月末現在２万４４０名であり、６５

歳以上の高齢者全年齢は６，８９６名、全体の

３３．７％であります。７５歳以上の全年齢は

２，１７３名、１０．６％、８０歳以上の全年

齢は１，００６名、４．９％であります。 

 高齢ドライバーによる悲惨な交通事故が社会

問題化する中、高齢者への運転免許の自主返納

を勧める声が大きくなっております。運転免許

の自主返納制度が全国的に導入されたのは平成

１０年度からでございますが、導入初年度の自

主返納者は２，５９６名、運転経歴証明書が交

付後の経過年月にかかわらず本人確認書類とし

て使用可能となった平成２４年には１１万７，

６１３名、その後年々増加し、令和元年、東池

袋における当時８７歳の高齢者による暴走事故

で１１名が死傷した事故をきっかけに６０万１，

０２２名の自主返納がありましたが、その後減

少傾向となっております。 

 本市における自主返納者は、上山警察署管内

では令和４年１月から７月まで７６名でありま

す。自家用車の代替手段に関する具体的な話合

いがない中、自主返納を促すことはできません。

代替交通手段については後ほど質問いたします

が、本市が実施している免許返納者への支援制

度についてお伺いをいたします。 

 自主返納者に対しては、県をはじめ各市町村

で様々な支援策を実施しておりますが、本市で

は自主返納時に住民登録があり、返納後１年以

内の方に対し、デマンドタクシー、タクシー利

用券のいずれかを１万円分、１回のみの交付と

あります。現状では、返納するか、しないかの

二者択一の議論になっておりますが、県内外の

市町村では、自家用車に依存しなくても生活の

質を確保していくために、様々な施策を具現化

している自治体もあります。 

 本市においては、例えば市営バスの無料化、

タクシー・路線バス料金の複数年の割引等、交

通事故のリスクが高まる高齢者が、自主返納後

も日常生活を一定程度維持できるように、自主

返納後の支援制度を拡充すべきと考えますが、

市長のお考えをお示しください。 

 次に、デマンドタクシーの対象地域の拡大等

についてお伺いをいたします。 

 本市では、路線バスの運行をしていない交通

空白地域である西郷地区、中山地区、中川地区

の一部、高野、薄沢、永野、蔵王地区を対象と

して、市営予約制タクシー、いわゆるデマンド

タクシーを運行しております。令和４年度７月

から９月までの実績では、８月１３日から１６

日までの休日を除けば午前中は５便、午後は３

便毎日運行しており、７月から９月までの３か

月の１日平均乗車数は、西郷、中山地区で９．

７名、中川地区で９．１名、乗車人員は３地区

で１，６４８名、通常便数は９７５便、増便数
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９便、合計で９８４便と伺っております。 

 デマンドタクシーは、路線バスの代替として、

通院や買物の移動が困難な高齢者にとっては低

料金で利用でき、運行も頻度高く設定しており

好評を得ておりますが、利用料金を低く設定し

ているため、料金収入のみで運行経費を賄うこ

とは困難と思われます。令和３年度の決算状況

では、収入が約１９９万９，０００円、委託料

が約１，２４８万４，０００円、損益分は一部

特別交付税で補充するとのことですが、令和４

年度の予算では、委託料が約５０％増の１，８

６５万４，０００円であり、今後、路線バスの

廃止区間が増えれば財源の確保が厳しくなると

思われます。 

 デマンドタクシーは、通院や買物利用が多い

と伺っておりますので、大手商業施設や医療機

関等のボディーステッカー等の広告や協賛金で、

利用料金以外の収入を確保する方策を積極的に

進めることや、路線バスが運行している地区で

バス停までの距離が遠い交通不便地域では、会

費制導入することも一策かと思います。 

 また、今後ますます少子高齢化が進む地域で

は、住民の自助努力のみで様々な課題を克服す

ることは困難であります。住民が集落の枠を超

え、行政と一体となり地域課題を克服するため

の議論を推し進める必要があります。 

 鳥取県邑智郡別府地区では、平成２２年地域

おこし協力隊制度を活用し、３年間デマンド交

通を運行し、協力隊の任期終了前にＮＰＯ法人

を立ち上げ、事業継続をしております。本市に

おいても、地域住民協働の取組をさらに進める

ために、集落支援等の地域おこし協力隊を派遣

し、デマンド交通システムなど地域交通の確保

に向けた施策が可能ではないかと考えますが、

市長の御所見をお伺いいたします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ２番石山正明議員の御質問

にお答えいたします。 

 初めに、後づけ安全運転支援装置購入への支

援について申し上げます。 

 高齢者の交通事故防止については、警察署や

各団体と連携し、交通安全教室や啓発活動を行

っておりますが、特に高齢ドライバーにつきま

しては、身体機能や認知機能の低下による運転

リスクについて理解していただくことが重要だ

と考えております。今後も、より一層の安全運

転のための啓発等を行ってまいりますので、現

時点で装置購入への支援を行う考えは持ってお

りません。 

 次に、高齢者等運転免許自主返納支援制度の

拡充について申し上げます。 

 高齢者等運転免許自主返納における支援につ

きましては、返納時における一時的な交通手段

確保の支援と考えております。支援の内容につ

いては、利用状況や利用者ニーズを見極めなが

ら調査研究をしてまいります。 

 次に、デマンドタクシーの対象地域の拡大等

について申し上げます。 

 議員御提案の地域おこし協力隊を派遣し、住

民と一緒に問題解決に当たることにつきまして

は、役割分担として地域住民が主となり、地域

おこし協力隊等が支援することが重要と考えて

おります。 

 これまで、地域の課題解決の支援として、地

区に対し住民主導による交通体系の構築に向け

た勉強会の開催などについても促しております

ので、地区の意向を踏まえ対応してまいります。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 初めに、後づけ安全運
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転支援装置の購入についてお伺いいたしますが、

市長の答弁では、今後高齢ドライバーについて

啓発等を行っていくというような答弁でござい

ました。 

 高齢者の事故については、この前１１月２２

日、ある新聞において「ブレーキ、実はアクセ

ル」というような記事がございました。この中

で、実は、私も前期高齢者の一人でございまし

て、高齢者の一人に入るわけですけれども、高

齢者というのは、自分の運転能力が落ちている

とは思ってはいない。しかしながら、現実的に

は身体能力や認知能力が落ちているので、操作

が間に合わなくなっているというような、ある

学者の言葉がございましたが、実は身体能力に

ついて、例えば講習をして、その高齢者の方々

がその講習内容を十分理解していただけると、

市長はそのようにお思いですか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 講習等について、今自動車

学校とか、そういうところで講習を受けて、そ

れに合格といいましょうか、それで免許更新し

ているという状況にありますが、学校の先生方

といいましょうか、そういう方々の指導があっ

て、そしてまた気をつけるところとかいろいろ

指示があって、それを守って免許更新して運転

をしているということだと思います。個人差は

あるかもしれませんけれども、規制といいまし

ょうか、そういった法制度にのっとった形での

講習、研修でございますので、それはある程度

目的、目標は達しているというふうに認識して

おります。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 こうやって、要するに

高齢者に対して、私も自動車学校に行って、試

験というか講習を受けてまいりましたが、ただ

講習をする、高齢者の勉強の機会を設ける、そ

の間にも、現実的にこういう事故が起きている

わけです。ですから、これについては、勉強だ

けでなくて、実際に今自動ブレーキがかかるよ

うな装置を売り出しているわけですから、市民

の安全を守るために、講習だけではなくて、ぶ

つからないような軽減装置を積極的に取り入れ

るために、私は行政側がある程度バックアップ

をするという必要があると思うんですが、その

点について市長はどのようにお考えですか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 その制御装置といいましょ

うか、それができている、そしてまたそれによ

って事故が防げているという事実もあるという

ことだと思います。これについては、大変尊重

しなければならないことだと思いますが、そう

いった装置を我々行政が積極的にというときに

は、やはり警察あたりとの連携とか意見交換と

か、そういうことも必要だろうなという考え方

を持っております。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 そうすると、警察との

連携も必要だろうなというようなお話でござい

ますが、この点について、高齢者の事故等につ

いて、警察署との話合いというのは進めたこと

はないという考えでよろしいですか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 警察署との情報交換

につきましては、春、夏、秋、冬と四季を通し

て交通安全運動の期間等が設定されております

けれども、その期間ごとに具体的な活動をどう

していくかなどということも含めながら、情報

交換や協議をさせていただいているところでご

ざいます。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 
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○２番 石山正明議員 情報交換をしていると

いうことで、一応は安心をいたしました。 

 この後づけの安全運転装置については、各メ

ーカーでいろいろな種類のものを出しておりま

す。安ければ単価的には、機械本体そのもので

すが、大体４万円ちょっとぐらいですね。ブレ

ーキとアクセルが一体化になったもの、それに

ついては今取付料が約２０万円というようなこ

とを伺っております。例えば、市のほうで約５

万円補助したとしても１００台で５００万円ぐ

らい、そんなに大した金額ではないと思います。

白鷹町では、この後づけ安全運転装置について

は過疎債を利用したというふうなことも伺って

おります。 

 ですから、今後進める場合に、いろいろな方

法を検討しながら、ぜひ高齢者の安全を守って

いただきたい。高齢者本人だけではなくて、相

手のことも、被害者のこともあるわけですから、

今後上山市でこのような重大事故が起こらない

ような施策をぜひ取っていただきたいと思って

おります。 

 それでは、次に高齢者の免許証の自主返納制

度についてお伺いをいたします。 

 先ほどお話ししましたが、上山市では自主返

納制度について支援事業を実施しております。

免許証返納した場合については、上山市では１

回だけ１万円を出すというようなお話でござい

ました。これは、ほかの市町村の自主返納制度

の内容を見ても、ほとんど１回のみというよう

な内容でございますけれども、ただ、やはり免

許証を返納した後に、先ほど申し上げましたよ

うに、自分の生活をどれぐらい維持できるか、

これはなかなかやっぱり免許返納後の生活とい

うのは大変なことがあろうことは、これは予想

できます。 

 答弁の中では、一時的な交通手段の確保の支

援という言葉がございました。免許を返納する

場合には、例えば免許返納します、１万円もら

います、そのもらった１万円をどう使うか、そ

れはその人の自由でしょうけれども、これを私

は交通費に使うとはちょっと考えられない。や

はり、免許返納した後の生活を見るとすれば、

たった１回、１年ではなくて、ある程度複数年

をバックアップするというような形で、その方

の生活を守ってあげるというのが、これが私は

優しい市政の在り方ではないのかなと思ってお

ります。 

 山形県のほうで、自主返納者についていろい

ろ頑張っておるようでございますけれども、村

山地区のバスについては、この中で山形・上

山・寒河江・天童については１万円を補助しま

すというようなことがございます。ただ、タク

シーについて、上山市のほうでは何も記載がな

いわけですけれども、これは県のほうの施策だ

けで、上山市はノータッチという考えでよろし

いですか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 ただいま議員がおっ

しゃられました支援制度につきましては、県の

支援制度でございます。市としては、特にタッ

チしているものではございません。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 タクシーの料金につい

て、これは例えば山形・寒河江辺りはタクシー

料金を１０％割引しているというようなのがご

ざいます。これについて、山形県でやっている

から上山市のほうではノータッチだというよう

なことで済ませてもいいのかなと思っているわ

けですけれども、このタクシー料金の割引につ

いて、上山市内のタクシー会社との打合せとい
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うのはしたことがございますか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 まず、本市で行って

いる免許自主返納の支援事業でございますけれ

ども、免許を自主返納した方に対しまして、市

営タクシー、市営予約制乗合タクシー並びに民

間でやっていますタクシー事業、こちらにつき

まして１万円分の利用券を交付をさせてもらっ

ているものでございます。随時免許返納の支援

の申込みを受け付けておりますけれども、その

申込みの際に、タクシー利用券を準備するなど

の際に、タクシー会社等との情報共有などはさ

せていただいております。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 私がお伺いしたのは、

県のほうとの打合せをしたことがありますかと

いうお尋ねをしたんですが、その点についてお

願いします。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 県の支援事業に対し

まして協議をしたということはございませんで

した。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 やっぱりその辺が、ち

ょっと私は優しくないのかなと思っております。

せっかくこのような形で、県のほうでも積極的

に動いているわけですから、ほかの市町村と肩

を並べるというような形で、もっと積極的に動

いてもいいのではないかなと思っておりますが、

その辺について今後ぜひ善処していただければ

大変ありがたいと思います。 

 今のお話の中で、１万円をお出しするという

ことでございます。ただ、先ほど申し上げまし

た高齢者の見守りというのは、太く短くではな

くて細く長くやるというのが、私は高齢者を見

守るため、高齢者を守るための施策が必要では

ないのかなと思っております。 

 例えば、今１万円のタクシー券を差し上げま

すというお話でしたが、これを１回２００円の

タクシー券、割引券を２４枚、要するに１か月

に２枚使えるような形でお出しをするとなれば、

１年間で４，８００円、２年間で９，６００円。

１万円で２年分の使用ができるわけですね。こ

ういう、何というかもうちょっと考えた形で、

お年寄りのことを本当に考えた形で施策をやっ

ていただければ、お年寄りの方も自主返納をそ

んなに、積極的には返さないでしょうけれども、

返納するというふうな意識が生まれてくるので

はないかなと思っております。ですから、例え

ば２万円にするとなれば、１万９，２００円で

４年間、その２００円の割引券を利用できると

いうような形もできますので、その辺について

は過去に免許を返納した方についての誤差が出

てくるかと思いますけれども、その辺について

は過去に返納した方に理解をしていただきなが

ら、今後このような形で進めていく方策もある

のではないかと考えますが、この点については

どのようにお考えですか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 現在、私どものほう

で支援事業としてさせていただいているのは、

先ほど申し上げましたとおりタクシーの利用券

１万円分の支援でございます。答弁いたしまし

た調査研究でございますけれども、タクシー以

外の公共交通機関への支援と併せて、支援額と

いう部分も今後調査研究をしてまいりたいと考

えております。 

 なお、例えばタクシー利用券の、その利用の

期限を定めるとかという部分につきましても、

利用状況などを十分調査しながら調査研究をさ
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せていただきたいというふうに思います。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 調査研究をしていただ

いて、ぜひ高齢者を守るために、このようなこ

とについて前向きに実施をしていただきたいと

いうふうに考えております。 

 次に、デマンドタクシーの対象地域の拡大等

についてお伺いをいたします。 

 このデマンドタクシーについては、本市のほ

うで市営予約制乗合タクシー運行条例というの

が平成２１年１２月１６日に公布、改正も含め

ると平成３０年に公布しておりますが、デマン

ドタクシーというのは、この運行条例を基にし

た運行をしているという考え方でよろしいです

か。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 そのとおりでござい

ます。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 そうすると、この条例

で運行している、細かい細則はない、細かい規

則はないということでよろしいですか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 条例で大まかなとこ

ろを定めまして、細かい規則等もございますし、

あと運輸局に対する運行の申請等も必要ですの

で、全体的にそういったものによって成り立っ

ているということでございます。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 一つ疑問に思うんです

が、この運行条例の中で、今上山市では、路線

バスを廃止した地区についてデマンドタクシー

を出しているんだというようなお話がありまし

たが、この運行条例の中に、路線バスを廃止し

た地区についてデマンドタクシーを運行します

というような文言が一言もないんですが、これ

はどのように理解したらよろしいでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 まず、市の考え方と

して、路線バスが廃止されたところにデマンド

タクシーを導入するということでこれまで説明

をしてきたところでございまして、実際に運行

するエリア等については、大字単位でお示しを

しているような状況でございます。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 そうすると、市の考え

方として、路線バスを廃止した地区についてデ

マンドタクシーを運行しているということでご

ざいますが、そうすれば、市の考え方を変えれ

ば、もっと違った方向に違った形でデマンドタ

クシーを運行できるというような考えもできる

と思うんですが、市の考え方を、今おっしゃっ

たように路線バスを廃止したところ限定という

考えで、今後ともこう進めていくという考えな

んですか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 基本的に、国の考え

方自体が、まず一つは民間の公共交通機関があ

るところに重複しては、市の公共交通機関を出

すことはできないという考え方がベースにござ

います。でありますので、本市においても、路

線バスが廃止されて、交通空白地帯になったと

ころについての代替措置としての考え方を持っ

ているところでございます。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 路線バスが確かに走っ

ているところは結構多いです。だけれども、路

線バスが走っているところでも、例えばバス停

までに５００メートルも、私の地区では２キロ

もありますよ。その中で路線バスが走っている
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から、デマンドタクシーは走らない。これはち

ょっと切り捨てたような考え方で、もう少しや

はりその考え方を変えていただかないと、免許

返納もそうですけれども、高齢者がなかなか生

活するのに困るというような状況もあるわけで

す。 

 例えば、足ノ口地区ですけれども、あそこは

路線バスが通っています。しかし、バス停に来

るまで５００メートル以上ありますよね。ほか

の地区では、例えば路線バスのバス停が遠い地

区、あるいは傾斜がきつい地区については、こ

れはデマンドタクシーを出しますよというよう

なところで柔軟に対応しているところもありま

す。その辺について、路線バスが走っているか

ら全て切ってしまうというような考え方はいか

がなものかと思うんですが、その点については

どうお考えですか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 まず、バス停までの

距離が遠い等の地区について、デマンドタクシ

ーを実際に走らせるかどうかという部分に関し

ては、経費等の関係もあると思っております。

でありますので、基本的に、例えば市街地まで

バス停から来るまでの路線については路線バス

を利用していただくような考え方が基本でござ

いますけれども、その地域内で人を運ぶような

考え方の取組について、デマンドタクシー以外

の、例えば民間でのＮＰＯ法人での立ち上げで

そこをカバーする等の考え方については、本市

のほうでも調査研究しているところでございま

す。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 先般の車座ミーティン

グの中で、市長が、今５路線あるところについ

てはある程度今後考えていかなければならない

というようなお話がありました。どこの路線を

考えているかは分かりませんが、ただ、そうい

う具合に路線バスを廃止してしまえば、そこに

デマンドタクシーを配置しなければならないと

いうようなことで、これなかなか、財政的なこ

とを先ほど申し上げましたが、財政的には非常

に厳しい状況になるのではないかなと思ってお

ります。この財政的な、要するに一般財源から

の持ち出しをなるべく少なくするために、私は

ステッカーの広告とか、そういうことについて

お話をさせていただきましたが、要するに使用

料金以外に臨時的に協賛金等を得るというよう

なことについて、今まで努力したことがあるの

かどうかお尋ねいたします。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 これまで、収入源の

ほかの手だてという部分については検討してき

たことがございます。ただ、課題もございます。

今現在の委託内容につきましては、専用の車両

ということではなくて、通常タクシー業務に使

っている車両をその都度借り上げる形になって

いますので、同じ車両が必ずしもそこを走るこ

とではないということになりますので、ステッ

カーをそのたびに貼り替えるというようなこと

も必要になってくる場合もございます。そうい

った課題も含めながら、現在も調査研究してい

るところでございます。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 現実的に、先ほど特別

交付税で賄われるというようなことでしたが、

市の持ち出しというのは結構大きいでしょう。

だとすれば、その持ち出しをなるべく少なくす

る、これは、市の職員だから私たちは金出すだ

けだという考え方ではなくて、もっと積極的に

動く必要があると思います。それについて今、
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今後やるというような、調査研究というような

ことでございますが、調査研究だけで実際懐は

暖かくなりませんので、ぜひ前向きに、ボディ

ーステッカーを貼るとか、あるいは直接商業施

設あるいは医療機関に行って協賛金を頂戴する

というような方法も、私は積極的に進めるべき

だと思います。その辺については、ぜひ今後や

っていただきたい。 

 あと、もう一つ、私常々疑問に思っているの

が、バスの代わりということで、毎日デマンド

タクシーを出しているというようなことでござ

いまして、果たして毎日必要なんですかと思う

のが一つです。例えば、中山地区については

月・水・金、ほかの地区については火・木・土、

そういう具合に分けて、この日だけ運行します

よというような方策をすると、予算的には半分

になる。１つの予算で２つの地区にできる。あ

るいは、今後路線バスが廃止になった場合に、

その地区についてはこの日とこの日とこの日だ

け、ぜひ利用してくださいというような形です

るということも必要かと思いますが、この例え

ば曜日を分けてやるというようなことについて

はどのようにお考えですか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 まず、デマンドタク

シー導入の際の基本的な考え方については、こ

れまでも御説明申し上げておりますけれども、

まずバスの運行よりも落ちないようにするとい

う考え方で導入してきた経緯がございます。そ

の導入後の動向についても、こちらのほうでも

把握をしておりまして、例えば曜日によっての

違いがあるのかどうか、あとは運行時間によっ

てのデマンドタクシーのほうの利用状況の変化

等について調査をしてきておりまして、こちら

の中については、当初導入した当時よりも運行

時間を変えて、変更した経緯もございますので、

そういった中身についての把握等については常

時してきておりますけれども、今の現状ですと、

曜日によって変えるとすると、例えば医院に通

院している方とか、そういった方の支障になる

場合もございますので、すぐにそういった曜日

の変更について実施しますというような状況に

はないというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 買物とか病院、特に病

院については、今お話がありましたが、病院に

行く方について、なかなか曜日を限定すること

はできないということでありますが、利用する

ほうは、何日に何曜日に予約しますよというこ

とで行けば、全然そういう時間というか曜日を

変更されたとしても、これ一向差し支えないわ

けですよね。ですから、あまりにというか、過

度に私はし過ぎたかなという気がしております。 

 今のやり方について、もっと下げるというこ

とはできないと思いますが、今後例えば増やす

ということについては、そういう形でもっと市

の一般財源の持ち出しも少なくできるように、

あるいは収入が入ってくるような形で、このデ

マンドタクシーを運行していったほうがいいの

ではないかなと思います。 

 もう一つですが、会員の方から会費というの

は徴収していますか、また会員というのは今何

名いらっしゃいますか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 今現在は、会員から

の費用徴収はしておりません。その上で、会員

の方の人数につきましては、約１，５００名ほ

どいらっしゃるというふうに認識しております。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 ほかの自治体では、会



－４２－ 

費制を導入しているところもあります。今１，

５００名とおっしゃいました。例えば、年間１

人１，０００円という形でお話をすれば、１５

０万円入るわけですよ。今さらという考えもあ

るでしょうけれども、そういう考え方で、市の

ほうの収入を多くするという考え方も今後必要

ではないかなと思っております。その辺につい

ては、今後いろいろ検討していただいて、実施

をしていただければと思っております。 

 最後に、地域おこし協力隊についてお伺いを

いたします。 

 これ、総務省の中でたしかあったのが、総務

省の地域おこし協力隊の中でございますが、集

落支援員という制度がございます。先ほど実例

として申し上げましたが、鳥取県の一部では、

その地域おこし協力隊員の方々に、まず最初デ

マンド交通についてやっていただいたと。その

後、デマンド交通からいろいろ発展をしていっ

て、地区を巻き込んだ形でＮＰＯをつくったと

いうようなお話がございます。 

 今、地区等の話合いの中で今後進めていくよ

うなお話がありましたが、なかなかやはりその

地区そのものが高齢化をしていて、積極的に地

区の方々だけで進めるということは、これはな

かなか難しいですよ。ですから、こういう具合

に総務省の中で、集落支援ということで地域お

こし協力隊を派遣したらどうですかというよう

な、そういう総務省からの通知もございます。 

 この中で、集落支援というのは、一番は集落

支援、点検の実施、その後、地区民との集落支

援等の在り方について話合いをして、じゃあ実

際どうするかというふうな中での取組がござい

ます。この中で、集落の維持活性化に向けた取

組の中で、デマンド交通システムなど地域交通

の確保というところもございます。これについ

て、やはりその地区民だけではなくて、また話

を進めるだけではなくて、まず外から新しい人

材を入れて、それでそこから進めるというのも

一策ではないかと思いますが、これについては

どのようにお考えですか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 本市の地区の支援に

つきましては、公民館の指定管理者制度があり

ますけれども、その中で事務長、あとは活動推

進員なりという形で支援をする方が配置されて

いるような状況ということがあります。 

 その上で、まずデマンドタクシー等を運行す

るためには運輸局の承認が必要なわけですけれ

ども、これには法人化する必要があるというふ

うに考えております。そういった場合、本市の

地域おこし協力隊員の制度自体については、会

計年度任用職員という制度を取っておりますの

で、直接的にＮＰＯ法人の業務に当たることと

いうのは難しいものがあるというふうに認識を

しております。でありますので、まずは地域の

方々が主体となって、そういったことをしたい

という考え方を持たれて、誰がどういう役割で

していくのかということを検討する中で、ほか

に支援が必要なところ、例えば手続等の支援が

必要とか、そういった制度設計の支援が必要と

いった場合に、現在配置されているその公民館

等の職員との役割の分担もできるのであれば、

地域おこし協力隊による支援ということも考え

られるのかなと思っておりますけれども、まず

そういった整理が必要なのかなというふうに思

っております。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 やはり、今課長がお話

ししたように、地域がまず動いて、それをバッ

クアップして、それで行く行くはＮＰＯ法人を
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つくって自分たちで運営していくというような、

これは理想です。ですけれども、現実的にそこ

に行くまでの話合いがなかなか進まないという

のが、これ現実だと思うんです。ですから、せ

っかくこういう地域おこし協力隊という制度が

あるわけですから、これを困っている地区に対

して、今後恐らく幾つかの地区において、中山

間地において困ってくるというような地区も出

てくるかと思います。その辺について、この地

域おこし制度を、まちの中だけではなくて外に

目を配っていただいて、積極的に周りのほうも

よくなるというような施策を、今後ぜひ取って

いただきますようにお願いをしておきます。 

 以上で質問を終わらせていただきますが、特

に上山市については、高齢化がますます進んで

おります。この高齢者をもっともっといたわる、

あるいはまちなかだけでなくて外にも目を配る

というような施策を、ぜひ今後とも続けていた

だきたいということをお願いしておきまして、

質問を終わらせていただきます。 

○長澤長右衛門議長 この際、１０分間休憩い

たします。 

    午前１０時５５分 休 憩 

                  

    午前１１時０５分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、４番守岡等議員。 

〔４番 守岡 等議員 登壇〕 

○４番 守岡 等議員 議席番号４番、守岡等

であります。 

 最初に、知的障がい者や自閉症の方々に対す

る選挙の投票支援についてお尋ねします。 

 知的障がい者や自閉症の方は、今まで一度も

投票したことがないという方がほとんどです。

その要因として、慣れない場所に行くことに大

きな不安を感じる、言葉でのコミュニケーショ

ンが難しい、政策を言葉で理解することが困難

といったことが挙げられますが、何よりも社会

の中で障がい者が政治に参加すること、選挙を

通じて意思決定することの大切さについて理解

が不足していたことが大きかったと考えられま

す。 

 こうした中で、２０２２年５月２５日に、障

害者情報アクセシビリティ・コミュニケーショ

ン施策推進法が公布、施行されました。この法

律は、全ての障がい者があらゆる分野の活動に

参加するためには、情報の十分な取得利用や円

滑な意思疎通が極めて重要であることから、障

がい者による情報の取得利用、意思疎通に係る

施策を総合的に推進し、共生社会の実現に資す

ることを目的に制定されたものです。 

 知的障がい者や自閉症の方の多くは、社会の

中にある様々な障壁から、選挙に関する情報を

受け取ることや投票を行うことが困難な状況に

置かれています。今この法の精神に基づいて、

投票を阻害する障壁をなくし、一人ひとりが自

分の大切な１票について考え声を上げていくこ

とが、障がい者だけでなく全ての人が普遍的な

価値として尊重される優しい社会につながると

考え、問題提起するものです。 

 まず、１番目に、選挙に参加しやすい環境づ

くりを補助する「やさしい投票ガイド」の作成

です。 

 株式会社ヘラルボニーという、知的障がいの

ある人たちの可能性を信じて様々な事業を行う

会社があります。知的障がいのある人の無限の

可能性を見いだして、福祉サービスの企画・立

案、アーティストの育成など、「異彩を、放

て。」をミッションに掲げる会社です。この会
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社が中心になって、「やさしい投票ガイド」が

作成されました。このガイドには、投票に行く

前に知っておいたほうがいいことが、次のよう

な６つの項目にまとめられています。 

 第１は、投票の仕方が分からなくてもオーケ

ー。どうやって投票すればいいのか、係の人が

教えてくれます。第２は、字を書けなくてもオ

ーケー。あなたが投票したい人や政党の名前な

どを言ったり指さしたりすれば、係の人が代わ

りに書いてくれます。第３は、字を読めなくて

もオーケー。あなたが投票したい人や政党の名

前などを、係の人が代わりに読んでくれます。

第４に、メモを持っていってもオーケー。投票

したい人や政党の名前などのメモを、投票所に

持っていっても大丈夫。メモは自分で書いても

いいし、誰かに書いてもらってもいいのです。

第５は、選挙公報を持っていってもオーケー。

選挙公報は自宅などに届きます。選挙公報には、

選挙に出ている人のことが書かれています。あ

なたが投票したい人の部分を切り抜いて持って

いくとよいでしょう。そのほか、選挙に出てい

る人のことが書かれたチラシや名刺、新聞を持

っていっても大丈夫。ただし、ちゃんと持って

帰りましょう。第６が、投票するときには、家

族などと離れることも。投票するときは、家族

や支援者などとは離れて、自分だけで投票しま

す。係の人に手伝ってもらう場合は、投票所の

係が２人付き添います。投票所によっては、投

票するときに、近くに家族や支援者がいてもい

いと言われることもあります。心配な人は、投

票に行く前に選挙管理委員会に電話などで聞い

てみましょう。 

 こうした「やさしい投票ガイド」について、

株式会社ヘラルボニーの呼びかけに応じて、岩

手日報は２０２２年７月の参議院選挙に合わせ

て朝刊別刷り４ページで発行したほか、特設ウ

ェブサイトで無料でダウンロードできるように

しました。 

 本市においても、こうした取組に学び、「や

さしい投票ガイド」を作成し、知的障がい者や

自閉症の方々が選挙に参加しやすい環境づくり

を行うことを提案します。選挙管理委員会委員

長の御所見をお示しください。 

 次に、投票所で意思疎通を図る視覚支援カー

ドの活用についてです。 

 知的障がい者や自閉症の方々は、話すのが苦

手な人、コミュニケーションを図ることに困難

を抱えている方がいます。せっかく投票できる

ことを「やさしい投票ガイド」で知り、投票所

に出向いても、どうしたらいいのか困ってしま

います。そんなときに役立つのが視覚支援カー

ドです。株式会社ヘラルボニーが作成した視覚

支援カードには、１番目に、投票所入場券があ

りません。２番目に、家族・支援者を呼んでく

ださい。３番目、分かりやすく説明してくださ

い。４番目、書き間違えました。５番、代わり

に書いてください。６番、トイレはどこですか。

７番、代わりに読んでください。８番、出口は

どこですか。といった事柄が、視覚でも理解で

きるイラストつきになっており、当てはまる事

項を指さすことによって係員との意思疎通を図

ることができます。 

 このような支援ツールを活用することによっ

て、これまでは到底不可能と思われてきた知的

障がい者や自閉症の方々の投票が可能になりま

した。本市においても、知的障がい者や自閉症

の方たちが視覚支援カードを活用し、意思疎通

が図れるようにすることを提案します。選挙管

理委員会委員長の御所見をお示しください。 

 ３番目に、知的障がい者施設における模擬投
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票の実施についてです。 

 知的障がい者や自閉症の方は、慣れない場所

に行きたがらないという問題があります。自分

のスケジュール行動に外れるものについては、

大きな不安を抱えるようです。こうした問題を

クリアするために、模擬投票が非常に効果的で

す。模擬投票を経験することによって、いつも

のスケジュール行動の一環として投票が位置づ

けられるような環境整備が必要です。 

 既に養護学校等において模擬投票の実践が行

われ、障がい者の投票参加の成果を上げている

ようですが、知的障がい者施設等においても模

擬投票を実施し、知的障がい者や自閉症の方た

ちが投票できるような環境整備を図ることを提

案します。選挙管理委員会委員長の御所見をお

示しください。 

 次に、大きな２番目として、子どもたちの読

解力・思考力向上の取組についてです。 

 子どもたちの不登校が増えている問題につい

ては、この間一貫して一般質問でも取り上げ、

最近では市内にフリースクールが開設されるな

ど一定の展望が生まれています。不登校の子ど

もたちの安心できる居場所となることを願って

やみません。 

 一方、なぜこんなに不登校の子どもたちが増

えるのかという問題については、今後も考えて

いかなければならない課題です。その一つの解

決のヒントとなるのが、今回取り上げる読解

力・思考力低下の問題です。 

 文部科学省の「令和２年度児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査

結果について」において、不登校の要因として

無気力・不安が４６．９％であり、どのような

ことがあれば休まなかったかという問いに対し

て、小学生の５５．７％、中学生の５６．８％

が特になしと答えています。自分がどうしてほ

しかったのか、どうすれば現状を変えることが

できるのかを言語化できない状況を明らかにし

ています。 

 不登校のみならず、いじめや非行など今日の

子どもをめぐる様々な問題の背景に、こうした

国語力の低下があることを、石井光太氏のルポ

ルタージュ「誰が国語力を殺すのか」が示して

います。このルポルタージュの最初に、非常に

ショッキングな「ごんぎつね」の読めない小学

生たちの話が掲載されています。 

 新美南吉の「ごんぎつね」の話は、国語や英

語の教科書・教材にも載っており、多くの人の

記憶に残っている物語ではないでしょうか。物

語の最初は、ごんのいたずらで逃がしたウナギ

が、実は兵十の病気の母親のためのものだった

ことを知ったごんが反省し、償いとして栗やマ

ツタケを届けるというものですが、この母親の

葬儀の場面に関する授業での出来事が紹介され

ています。よそ行きの着物を着て、腰に手拭い

を下げたりした女たちが、表のかまどで火をた

いています。大きな鍋の中では、何かぐずぐず

煮えていました。この部分で、常識的に読めば、

参列者に振る舞う食事を用意している場面であ

り、教師はそうした答えを期待して、班ごとに

話し合わせたのですが、子どもたちの間からは

耳を疑うような発言が飛び出してきます。「こ

の場面は、死んだお母さんをお鍋に入れて消毒

しているところだと思います」「私たちの班の

意見は違います。もう死んでいるお母さんを消

毒しても意味がないです。それより、昔はお墓

がなかったので、死んだ人は燃やす代わりにお

湯で煮て骨にしていたんだと思います」「煮て

骨にして土に埋めたんだと思います」などなど、

決してふざけているのではなく、このクラスの
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８つの班のうち５つの班が「死体を煮る」と答

えたそうです。 

 この話が象徴するように、今多くの子どもた

ちの国語力が低下しており、常識的な想像力・

思考力が不足している問題が指摘されています。

やばい、えぐい、うざいといった短絡的な言葉

が多く、死ねという言葉も簡単に使います。こ

うした言葉のない子どもたちは、うまくいかな

かったときに、なぜそうなったのか言語で考え

ることなしに、場当たり的な解決、すなわち暴

力や不登校、ネットでの悪口、リストカットな

どに走ってしまいます。自分の言葉で考える、

想像する、表現するといったことが苦手なため

に、様々な誤解が生じたり、生きづらさにつな

がったり、トラブルになってしまうということ

です。不登校の子どもたちや様々な事件を起こ

した子どもたちにその原因を聞いても、分から

ないと答える子どもたちが多いのは、こうした

ことに起因していると思われます。 

 こうした子どもたちの国語力・思考力低下の

背景には、スマートフォンなどデジタルツール

が生活に入り込んだことでリアルな会話が減っ

たことや、何よりも家庭環境が大きく影響して

いることが挙げられます。 

 ＳＮＳ上では、様々な差別用語が交わされて

います。社会的な規制や教育が追いつかないま

ま、子どもたちは異常な言語環境の下にさらさ

れています。 

 また、家庭の問題でも、デジタルツールの発

達で、スマートフォンやタブレットを見せるだ

けの育児、いわゆるスマホ育児が増えています。

長時間勤務を終えて、親が夜に帰宅した後も、

ゲームやスマホをいじってばかりいて、子ども

とじっくり向き合っていないということもあり

ます。 

 こうした家庭の問題については、フィンラン

ドのネウボラなど、国家が家庭の中にまで踏み

込んで、無償で国語力の底上げを図っている国

もあれば、国内でも広島県などが欧米型の子育

て支援を取り入れようとしています。 

 本市でデジタルツールへの対応や、家庭の中

まで踏み込む施策については今後の課題になる

かと思いますが、学校教育を通して国語力・思

考力を取り戻し、子どもたちが自分の行為につ

いて考えを巡らし、反省や自己肯定感を取り戻

すことは十分可能だと考えます。こうした問題

意識に基づいて、子どもたちの読解力、思考力

向上の取組について提案する次第です。 

 その一つが、基礎的読解力を調査するリーデ

ィングスキルテスト（ＲＳＴ）の実施について

です。日本の子どもたちの読解力が低下してい

ることは、ＯＥＣＤ、経済協力開発機構が３年

ごとに実施している学習到達度調査、ＰＩＳＡ

が明確に示しています。２０１８年の調査では、

日本の読解力の順位が、前回２０１５年の８位、

５１６点から１５位、５０４点と過去最低にな

りました。このことも影響し、新しい学習指導

要領では、高校で論理国語を導入したり、小中

学校でも、文学偏重から事実について書かれた

文章を正確に読んだり書いたりすることにも重

点が置かれるようになりました。国語だけでな

く算数の分野でも、ドリルは得意でも文章題は

何が問われているのか分からないという子ども

もいるということから、問題を正しく読む読解

力の向上が求められています。 

 今、日本の教育は重大な転換の節目にあると

考えますが、必要なことは、子どもたちの基礎

的な読解力がどのような水準にあり、どのよう

な対策が必要かということを明らかにすること

です。基礎的読解力の調査に関して、教育のた
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めの科学研究所がリーディングスキルテスト

（ＲＳＴ）を開発して、全国で１００以上の学

校あるいは機関が協力して、約２０万人が受検

しています。このテストは、事実について書か

れた短文を正確に読むスキルを、次の６分野に

分類してテストが設計されています。具体的に

は、１、係り受け解析、これは文の基本構造、

主語・述語・目的語などを把握する力です。２

つ目が照応解決、指示代名詞が指すものや、省

略された主語や目的語を把握する力を図ります。

３つ目が同義文判定、２つの文の意味が同一で

あるかどうかを正しく判定する力です。４つ目

が推論、小学校６年生までに学校で習う基本的

知識と、日常生活から得られる常識を動員して

文の意味を理解する力です。５つ目がイメージ

同定、文章を図やグラフと比べて、内容が一致

しているかどうかを認識する力。６つ目が具体

的同定といって、辞書的な定義を用いて新しい

語彙とその用法を獲得できる能力、あるいは理

数的な定義を理解して、その用法を獲得できる

能力。を測るといったもので、５０分間で６分

野７項目にわたって出題されます。 

 実際には次のような問題があります。アレッ

クスは男性にも女性にも使われる名前で、女性

の名、アレクサンドラの愛称であるが、男性の

名、アレクサンダーの愛称でもある。この文脈

において、以下の文中の空欄に当てはまる最も

適当なものを、選択肢のうちから一つ選びなさ

いということで、「アレクサンドラの愛称は

（   ）である」こういう問題ですが、１番

目アレックス、２番目アレクサンダー、３番目

男性、４番目女性ということで、正解は１番目

のアレックスですが、この問題における中学生

の正答率は僅か３７．９％、高校生は６４．

６％だったそうです。このように、じっくりと

読めば理解できるはずのものが読めていないこ

とから、リーディングスキルテストは、こうい

う子どもたちを早期に発見し、教科書を読める

ようになることを目標にして指導計画を立てる

ということです。一人ひとりの子どもの読解力

を把握するとともに、教師自らがリーディング

スキルテストを受検し、なぜ子どもたちがつま

ずくのか、どうすれば読めるようになるのかを、

ＰＴＡや学校、教育委員会全体で考えたときに、

初めて効果が出るということです。 

 埼玉県戸田市、東京都板橋区、富山県立山町

では全数調査を実施し、教員にも受検させてい

ます。福島県は、小学６年生から高校生まで６，

０００人規模の調査を実施し、奥羽大学と協力

して分析に当たっています。埼玉県の学力・学

習状況調査において、戸田市はそれまで県全体

の中位だったものが、リーディングスキルテス

トを実施した後は、突如として中学校は１位、

小学校は２位となり、総合１位に急上昇しまし

た。読解力の向上が、確かな学力の基礎となる

ことを実証したのではないかと考えられます。 

 子どもたちの読解力・思考力向上の取組とし

て、基礎的読解力を調査するリーディングスキ

ルテスト（ＲＳＴ）の実施を提案します。教育

長の御所見をお示しください。 

 次に、思考力向上に向けた具体的取組につい

てです。 

 思考力を向上させる取組としては、興味のあ

るニュースを選ばせて、ニュースの要約を２０

０字程度、感想を２００字程度で書かせる新聞

学習、あるいは主語と述語だけの簡単な構造の

文から始めて、修飾語を順に加えていく言葉遊

び、信頼性、客観性、論理性などを評価しなが

ら読む批判的読み、いわゆるクリティカルリー

ディングなどが効果的だと言われていますが、



－４８－ 

今回は二つのツールについて提案したいと思い

ます。 

 その一つが、子どもたちの考えたことを可視

化することによって思考力を向上させる思考ツ

ールの活用です。 

 平成２９年に告示された学習指導要領では、

考えるための技法という考えが初めて取り上げ

られ、比較する、分類する、関連づけるなどの

技法が例示されました。また、学習指導要領解

説総合的な学習の時間編において、思考ツール

が取り上げられています。この思考ツールは、

関西大学の黒上晴夫氏によって日本向けに導入

されたもので、より多くの子どもたちが自分の

考えを表明できるようにすることを目的とする

ものです。 

 思考ツールには、目的・段階に応じた様々な

チャートがありますが、授業に有効なＹチャー

トについて説明します。例えば、バンクシーの

絵を見てどう感じるのか意見を言いなさいと言

われても、なかなか意見を言えない子どももい

ます。その際に、Ｙで区切られた３つの部分に

色・タッチ・場所などが書かれたツールを使用

して、色はどんな色か、どんなタッチで描かれ

ているか、この絵が描かれた場所はどんな場所

かというヒントを与えることによって、例えば

人物は黒だが周りにはきれいな花が咲いている、

タッチは柔らかく少しぼやけている、場所は戦

場かもしれない、というイメージを膨らませ、

例えばこの絵は平和の必要性を訴えているのか

もしれないという思考に至る援助を行うもので

す。 

 この思考ツールを活用することによって、自

分の考えを整理することができるようになり、

おとなしかった子どもたちがよくしゃべるよう

になったという実践例が示されています。また、

ほかの子どもたちの思考ツールと比較すること

によって、多面的、多角的な見方ができるよう

になります。こうした実践を通じて、違う価値

観を持つ人の考えにも耳を傾け、どうすれば共

生や共存ができるのかという視点を持つことに

つながるのだと言います。 

 この思考ツールを導入して目覚ましい成果を

出しているのが、つくば市立春日学園義務教育

学校です。２０１２年に、複数の教員が研究部

を結成して指導案を作成、子どもたちにツール

の使い方を教え、授業やイベントのときに利用

するようにした結果、物事を考える力が飛躍的

に伸び、学力が全体的に１０ポイント上がった

だけでなく、課題だった不登校もゼロにするこ

とができたということです。 

 子どもたちの考えたことを可視化することに

よって思考力を向上させる思考ツールの活用を

提案します。教育長の御所見をお示しください。 

 次に、多様な意見を積み重ねる哲学対話の活

用についてです。 

 哲学対話とは、答えのない問いに対し、クラ

スみんなの意見を出し合うというものです。東

京・立教小学校では、哲学対話のモデル授業を

実施したところ、子どもたちの考える力や表現

する力が瞬く間に向上し、クラスの人間関係も

よくなっていったことから、本格的に導入を始

めました。 

 哲学対話で行っているのは、最近ブームの論

破とは真逆なもので、人の話をきちんと聞き入

れた上で自分の意見を述べ、さらにいろいろな

人たちとの対話の中で思考を深めて、柔軟に自

分の考えを変えていくというものです。まさに、

ヘーゲル哲学の弁証法・アウフヘーベンと言え

るものです。哲学対話は、週１回の道徳の授業

を使って隔週で行われているということです。 
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 この哲学対話を通して、子どもたちは自分た

ちで哲学サークルをつくったり、ディベート同

好会結成にもつながったということです。子ど

もたちは、哲学対話の成果として「先入観を払

拭できた」「相手の意見を尊重できるようにな

ると、生きることがすごく楽になるのです」と

語っています。 

 こうした多様な意見を積み重ねることによっ

て、思考や人間関係を深めていく哲学対話の活

用を提案します。教育長の御所見をお示しくだ

さい。 

○長澤長右衛門議長 選挙管理委員会委員長。 

〔板垣郁子選挙管理委員会委員長 登壇〕 

○板垣郁子選挙管理委員会委員長 ４番守岡等

議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、選挙に参加しやすい環境づくりを補

助する「やさしい投票ガイド」の作成、及び投

票所で意思疎通を図る視覚支援カードの活用に

ついて申し上げます。 

 知的障がいのある方等に対しては、これまで

も代理投票などにより選挙しやすい環境づくり

に努めております。御提案のあった「やさしい

投票ガイド」につきましても、障がい者がより

選挙に参加しやすい環境づくりに資するものと

考えますので、作成の上、障がい者施設等を通

じて配布してまいります。 

 また、視覚支援カードは、知的障がい者等の

意思表示の際に有効と考えますので、次回の選

挙以降、投票所に設置してまいります。 

 次に、知的障がい者施設における模擬投票の

実施について申し上げます。 

 模擬投票につきましては、これまでも要請の

あった市内の学校において、選挙制度の出前講

座の際に併せて実施しております。知的障がい

者施設等においても、施設側で実施希望があれ

ば、投票箱や記載台の貸出しも含めて対応して

まいります。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔横戸 隆教育長 登壇〕 

○横戸 隆教育長 ４番守岡等議員の御質問に

お答えいたします。 

 初めに、基礎的読解力を調査するリーディン

グスキルテスト（ＲＳＴ）の実施について申し

上げます。 

 御指摘のとおり、読解力は全ての教科学習の

基礎となるものであり、その向上を図ることは

重要であると考えております。 

 現在、本市で実施している標準学力検査（Ｎ

ＲＴ）では、この読解力を「読むこと」という

領域で分析が可能であり、その結果に基づき、

児童生徒のつまずきの傾向を把握し、授業改善

に役立てております。 

 なお、リーディングスキルテストの有用性に

ついては認識しておりますので、本市の学力向

上のため、その実施に向けて調査研究してまい

ります。 

 次に、子どもたちの考えたことを可視化する

ことによって思考力を向上させる思考ツールの

活用について申し上げます。 

 御指摘の思考ツールは、国語や社会の教科書

にも取り上げられ、既に様々な教科で活用して

います。その活用により、自らの考えと他の児

童生徒の考えが可視化され、仲間との話合いが

より円滑になったり、自らの学びを深めたりす

ることに効果があると認識しております。課題

の解決に向け、身につけた知識や仲間との対話

を生かし、主体的に考え、豊かに表現できる確

かな学力を身につけた上山の子どもたちを育成

してまいります。 

 次に、多様な意見を積み重ねる哲学対話の活
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用について申し上げます。 

 御指摘の哲学対話のように、対話の中で思考

を深めていくことは、学習指導要領で主体的・

対話的で深い学びとして、現在学校で推進して

いる教師や仲間との対話を通して物事を多面

的・多角的に考えたり、考えを深めたりする授

業において実現できるものと考えております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 非常に積極的で温かい

御答弁に、本当に感謝申し上げます。 

 今日は、障がい者週間の真っ最中でありまし

て、市役所の１階ロビーでもパネル展示が行わ

れています。今回、この知的障がい者や自閉症

の方々への選挙の投票支援を提案したのは、実

際に山形市のある障がい者施設における様々な

支援の取組を知ったことがきっかけです。私自

身、軽度はともかく、重度の知的障がい者が果

たして投票が可能かどうか疑問に思う点もあっ

たんですけれども、家族や支援者、そして柔軟

な行政の支援があれば、支えがあれば十分に可

能だというふうに認識しました。 

 今回は、この障がい者の選挙権を確保するだ

けでなくて、その社会の中で障がい者の存在を

共有する、いわゆるノーマライゼーションとい

うものを背景に問題提起しました。 

 お答えでは、支援ガイド、これ実際岩手でや

っている支援ガイド、ホームページでも公開さ

れていますけれども、非常に図があって、ある

いは漢字には振り仮名があって、小学生でも分

かる、非常に分かりやすいガイドが作られてい

ます。こうしたものを、ぜひ本市でも今後障が

い者施設等に配布するということで、ぜひよろ

しくお願いしたいと思っています。 

 視覚支援カードも、同じようにこの岩手で作

成したものがホームページでアップされていま

すけれども、これも自分の意思が、この図で分

かりやすいように、言葉がたとえしゃべれなく

ても、不十分であっても、この図で示すことに

よって自分とその係の人との意思疎通を図ると

いう非常に優れたものです。こうした取組も、

今後実際の投票所で設置してくださるというこ

とで、本当にありがたいことだと思います。 

 その上でお尋ねしますけれども、今これから

作成しようとするガイド、あるいはこの視覚支

援カードというのは、こういうふうに子どもで

も分かるような、そういういわゆる図形化した

り、あるいは平仮名が振ってあったり、そうい

うふうな配慮がなされるものかどうかお尋ねし

ます。 

○長澤長右衛門議長 選挙管理委員会事務局長。 

○尾形俊幸選挙管理委員会事務局長 当然のこ

とながら、分かりやすいものというふうな形で、

同じようなものを対応したいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 ぜひ、よろしくお願い

します。本当であれば、イギリスでは選挙公報

そのものが小学生でも分かるような、あるいは

アニメーションなんかも取り入れたものが作成

されているようですけれども、選挙公報はちょ

っと日本の全体の話なので、また別になるかと

思いますけれども、当市においてはそうした分

かりやすいカードやガイドが作られるというこ

とで、よろしくお願いしたいと思います。 

 もう一つ、この投票ガイドについては、障が

い者施設等を通じて配布するという答弁でした

が、やはりこのノーマライゼーションというこ

ういう考え方を普及するという意味では、一般

市民の方にもぜひ伝えてほしいなと思いまして、

そういう意味では、岩手県のように岩手日報に

別刷りで掲載して、多くの市民の目にさらすと
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いう方法もあるかと思いますけれども、その辺

で一般市民へのこの制度の通知という点ではど

のようにお考えでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 選挙管理委員会事務局長。 

○尾形俊幸選挙管理委員会事務局長 まず、こ

のものを作成するというふうなことについて、

まずはその直接対象となる障がいを持った方に

知らせることが先決というふうな考え方を持っ

ておりましたので、そういった形で障がい者施

設を通じてお知らせをしたいという考え方を持

っております。 

 また、広く市民に対しての周知はどうするの

かというふうなことにつきましても、機会を捉

えて、なかなかそのタイミング等もございます

ので、何か広報するような機会があれば、こう

いった取組もやっているというふうなことは紹

介するような形も検討していきたいと思ってお

ります。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 よろしくお願いします。 

 もう一つ、実際にその投票所で係の方が対応

するわけですけれども、この自閉症の方と交流

したことがある人は御存じだと思いますけれど

も、やっぱり会話の単語数も少ないですし、な

かなかこの会話の日常的な意思疎通が非常に困

難な人が多いわけですけれども、ただ、やっぱ

り慣れている方は、もう言葉が少なくても考え

ていることは分かるというものなんですね。そ

ういうコミュニケーション、体全体、存在全体

でこのコミュニケーションを図るということで、

そういう意思疎通が一番できればいいと思うん

ですけれども、この会場の係の人の対応という

点で、どのようにお考えでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 選挙管理委員会事務局長。 

○尾形俊幸選挙管理委員会事務局長 現在も、

施設の方などがそういった方を連れて投票に来

る機会等も何回かあるというふうに聞いており

ますが、その際については、当然のことながら

丁寧な対応に心がけておりますので、今後とも

そういったところについては丁寧に対応してい

きたいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 模擬投票についても、

そういう施設の依頼があれば積極的に応えると

いうことで、ぜひそういう取組を行っていると

いうことを広く周知していただきたいと思いま

す。先ほど、初めの質問で述べた山形市内のそ

の施設の取組については、山形新聞でも紹介さ

れていて、私もその記事を読んで非常に関心を

持ったんですけれども、施設の方、あるいは市

民に本当に広く周知して、そういうノーマライ

ゼーションの一環としての障がい者の投票とい

うことを実現していただきたいと思っています。 

 次に、読解力・思考力の問題についてです。

これも、今まで不登校の問題についてやっぱり

考えていく中で、何でそんなに不登校の子ども

たちが増えるんだろうという、こういう問題意

識の一環として、今回いわゆる読解力の不足、

要するに言語能力が非常に低いために、十分な

自分の考えをやっぱり表せないという、こうい

うルポルタージュを拝見したことがきっかけで

あり、不登校になる要因はそれぞれ様々あって、

一つに絞るということは不可能だとは思うんで

すけれども、今回読解力という点に絞って提案

しますが、読解力の向上によって様々な問題を

解決するという、こういう考え方について教育

長はどのようにお考えでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 今御指摘のありました、そ

の不登校生徒の要因としてどういうことが考え
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られるかと、読解力の視点からということでご

ざいますけれども、実は今回の学習指導要領に

おきましては、学んだ知識を生かし、あるいは

体験を生かして、物事を深く考えたり、あるい

は課題について話し合ったりするという、そう

いった学びの姿勢が今回の改訂では求められて

いて、先ほど申し上げましたように、子どもた

ちが話し合っていろいろな自分の意見を発表す

るというふうな授業が展開されています。そこ

で、知識はあっても自分のそういった知識を整

理したりすることによって、学習につまずきを

覚えて不登校になるという児童生徒も、少なか

らずいると認識しています。 

 ただ、先ほど申し上げましたように、不登校

生徒には様々な要因があって発生していること

がありますけれども、単に不登校生徒だけでは

なくて、全ての児童生徒にこの読解力という力

を身につける必要があると考えております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 不登校に限らず、今の

子どもたち全体の問題として、やっぱりこの読

解力というものを考えていかなければならない

と思っています。 

 それで、今回このリーディングスキルテスト

という非常に画期的なテスト方法を提案したわ

けですが、本市では既にＮＲＴという標準学力

検査が行われているということで、これはこれ

で非常に結構で、しかも非公開であり、学力テ

ストのように何かほかと比較するような、そう

いう弊害が生まれにくいという、そういう側面

もあるようなので、これはこれでやっていただ

きたいと思いますけれども、このリーディング

スキルテストが開発された背景には、やはりそ

もそも今の子どもたちが教科書すら読み込めな

い、当然テストの問題すら読み込めないという、

こういう何というか根本的な問題が指摘されて

いまして、それをどうやったら打破できるかと

いうことを考えた数学者が開発したものであり

ます。福島県では教育委員会にプロジェクトチ

ームを立ち上げて、このリーディングスキルテ

ストの活用を図っていまして、この間１，００

０名以上これを受検して、その分析に基づいて、

じゃあどこでつまずいてどういう対応が必要な

のかと、一つひとつ初めの質問で述べた６項目

をチェックして授業改善に生かしているという、

非常に先進的なことをやっているようです。そ

のまとめについては、ホームページでもアップ

されていますので、既に多分御覧になっている

と思いますけれども、ぜひこの取組について今

後調査研究していただくということですので、

先ほど述べた教育のための科学研究所というと

ころのホームページには、このリーディングス

キルテストの導入事例が紹介されていまして、

燕市とか相馬市、福島県、戸田市などの事例が

紹介されています。ぜひ、こうした先進的な取

組を行っている自治体や学校を訪問したり視察

したり、あるいはこのリーディングスキルテス

トの開発者である新井紀子さんとか上級研究者

を講師に招いて、研修会なんか開いていただき

たいと思うんですが、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 本市の子どもたちの国語力

というんでしょうか、その実態というのを、全

国学力調査から、いわゆる主語と述語の係り受

けとか、それから指示語の理解は深まっている

んですね。ただ、文章を要約して表現する力、

それからそれを発表する力、それが課題だと認

識しているんですね。そうしますと、御指摘の

ように、この読解力のテストによっては、評価

項目６分野７項目ございますけれども、その３
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から６あたりが強化しなくてはいけないと考え

ています。 

 御指摘のように、実は私もこの新井紀子さん

の講演を２回ほど聞きました。実は、最後の退

職する前に、高校でですけれども、このリーデ

ィングテストを実施してまいりました。これ、

私もすごく衝撃的な出来事で、ぜひこういった

ものをやりたいということで、そういったこと

も経験させてもらいました。 

 今後、これをどういうふうな形で導入してい

けばいいのかということに関しましては、単に

子どもたちの読解力を調査するという実態をつ

かむことは必要だと思っています。本市の国語

力の不足している部分も分かっているわけです

から、私は大切なことは、この読解力を上げる

ために、どういう目的でこれを導入するのか、

そしてその結果から、今自分たち、これ自分た

ちとは先生ですね、先生方がどういうふうな指

導改善に向けてやらなければいけないのか、そ

ういったことの意識とか共通認識を高めること

がまず必要だと思っています。 

 ですから、御指摘のように、先進的に取り組

まれている市町村、あるいはただいま御指摘の

ありました新井紀子さんなんかを呼べれば最高

なんでしょうけれども、そういった方の講演な

んかを研修を通して、本市がなぜこれを導入し

て、何に向けて、どういう形で実行していくの

か。経費も大変かかるものでございますので、

そういったことで、先ほど申し上げたように、

まずその視点から調査研究を進めてまいりたい

ということでございます。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 いや、私以上にやっぱ

り詳しいということが分かりまして、ぜひお願

いします。私も、この新井紀子さんの本を読ん

で、もともとはこのＡＩの力で東大に何とか合

格させようという、こういうシステムの開発を

していた人のようですけれども、結局そのＡＩ

は東大には合格できないということがまず分か

って、それはなぜかというと、ＡＩには読解力

がないからだという、そこからこの読解力の問

題にこの人も注目したということで、非常に優

れた、もともと数学者ですけれども、そういう

教育面でも優れた業績を上げている人のようで、

今後ぜひお呼びして、私も話を聞きたいなと思

います。 

 最後に、実際に読解力を身につけるために、

今回思考ツール、哲学対話というものを提案し

ましたけれども、既に学校の現場では様々なツ

ールが使用されていると思いますけれども、い

わゆる主体的な深い学び、主体的・対話的で深

い学び、いわゆるアクティブ・ラーニングとい

うものが、今現場の先生方は、まだまだ悩んで

いるというか、本当にそういう読解力を身につ

けるようなそういう授業ができるかといったら、

やっぱり疑問に思っている、悩んでいる先生も

多いかと思います。その点で、この思考ツール

というのを既に取り入れて、それを調査研究し

た上で授業改善につなげている学校もあります

ので、ぜひそういうところも参考にしていただ

きたいなと思っていますけれども、一つ問題は、

そういう今回私の問題提起のきっかけになった、

不登校やあるいは問題行動に結びついている子

どもたちの言語力を伸ばすことによって、その

子どもたちに考える力をどうやって身につけさ

せていくのかという点で、今回本市でフリース

クールというのが開設されまして、今立ち上が

っていますけれども、そうしたところで、教育

委員会でこの思考ツールの研修会なんかを行っ

て、そういう子どもたちの言語力、思考力を高
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めるような援助というものができないかどうか

お尋ねします。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 個別最適化された学

びの確立の視点からも、様々な困難を抱えた子

どもたちにとっては特に、今御指摘のように自

分の思いを伝えたりする力というのは大切な力

だと思います。その力を育成するためにも、考

えるための技法としての思考のための様々なツ

ール、それらの活用を含めた読解力や言語活動

の充実については、学校とフリースクールなど

の民間施設と十分連携をして進めなければなら

ないというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 私も最近、これは子ど

もではないですけれども、自殺未遂というのを

ちょっと経験しまして、本当に周りの人たちが

一番ショックで、何で気づけなかったんだろう

と、何で話してくれなかったんだろう、そうい

うやっぱり、結局問題の根は同じだと思いまし

て、そういう言葉や思考というものが本当に十

分にコミュニケーションとして成り立っていれ

ば、そういう問題行動を防げるというふうに思

っていますので、ぜひこの分野での思考力強化

の取組について重ねてお願いして、質問を終わ

ります。どうもありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 この際、正午にもなりま

すので、昼食のため休憩いたします。 

 午後は１時から会議を開きます。 

    午前１１時５８分 休 憩 

                  

    午後 １時００分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、９番川口豊議員。 

〔９番 川口 豊議員 登壇〕 

○９番 川口 豊議員 議席番号９番、市民ク

ラブ川口豊でございます。 

 通告に従いまして、大きく３つの質問をさせ

ていただきます。 

 １つ目、市民に対する情報発信の強化につい

てであります。 

 （１）二日町プラザにサテライトスタジオの

設置。 

 早いもので、私が市議会議員に初当選させて

いただいてから３年８か月がたちました。市議

会議員に立候補すると決意した一番の理由は、

私が生まれ育ったこの大好きな上山市が、この

ままではどんどん衰退していってしまうという

危機感から、長年観光業を営んできた経営感覚

を生かして、上山市の根幹を担う行政と政治の

世界に自ら身を投じなければらちが明かないと

いう強い思いからでありました。 

 １年生議員として活動していく中で、地方自

治法という厳しい様々な規定の中で、行政の内

部まで入り込み、今まで知り得ることのできな

かった情報まで知ることができています。そし

て、今まで以上に市役所の職員の皆様方と触れ

合う機会が多くなったのも事実であります。 

 そこで今感じていることは、私は以前、少し

間違った認識を持っていたということでありま

す。議員になる前は、正直申し上げまして、市

役所に対して敵対意識のような考えを持ってい

ました。これはおかしいんじゃないですか、し

っかり説明してくださいよと食いついたことも

何度かありました。確かに、議員の仕事は、市

当局が市民のためにしっかり業務を行っている

のか等を監視したり、積極的な方針を提言した

りするのが主な仕事であります。今感じている

ことを正直に申し上げますと、市役所の職員の
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皆さんは、日々市民のために頑張って職務を遂

行してくれているんだなということであります。 

 では、なぜ私をはじめ一般の市民の方々には、

それがうまく伝わらないのだろうかと考えてみ

ました。議会報告会で各地区を回っても、建設

的な意見よりも否定的な意見が圧倒的に多く、

私はなぜなんだろうといつも考えておりました。

そこで思いついたのが、行政側から市民の皆様

方へ届ける情報が足りないというか、手段が悪

いのではないかということであります。 

 現在は、市のホームページには、各課の情報

や諸行事、各事業や観光案内等が詳しく載って

いますし、月１回市報が全戸配布されています。

しかし、ホームページはコンピューターを使っ

てわざわざ見に行かなければならないし、市報

も常に隅々まで目を通している市民は一体どの

程度いらっしゃるのか、私には疑問であります。 

 そこで提案するのが、情報を音で伝えるとい

う手法であります。上山市は、風光明媚な農業

地帯でもあります。農家の皆さんは、仕事をな

さるとき、さすがにテレビを見ながらはできま

せんが、ラジオを聞きながらなさっている方が

多いようであります。また、商工業の方々もラ

ジオの利用は多いと伺っています。 

 そこで、以前先輩議員が、二日町プラザ内に

コミュニティラジオ放送局を開局して、市民向

けに情報を届けてはどうかという一般質問を行

いましたが、当時の回答は、初期費用と運営維

持費がかかり過ぎるのでできないという回答で

ありました。確かに、新しくコミュニティラジ

オ放送局を設置するとなれば、電波出力の問題

や運営の方法等について検討課題がたくさんあ

ることも事実であります。それであれば、現在

本市も防災協定を結んでいるエフエム山形株式

会社を軸として、各マスメディアが利用可能な

サテライトスタジオを二日町プラザ内に誘致し、

週に何度か上山特集として放送していただくと

ともに、市民や市民団体から積極的に出演して

いただき、行政や各種団体からの情報を小まめ

に伝える方法があると考えています。 

 二日町プラザの現状を見たとき、かつてオー

プンしたときとは打って変わって活気がなく、

静寂感を漂わせています。また、上山二日町再

開発株式会社の決算書を見ますと、徐々にでは

ありますが赤字が解消され、前年度はようやく

約１，０００万円程度の赤字まで収支が改善さ

れた決算となっています。今後、空きスペース

等の有効活用を図れば、すぐにでも黒字化でき

る数字であると私は考えています。 

 耳からの情報は意外に頭に入るものでありま

す。例えば、民間のコマーシャルではあります

が、寒河江市のおすし屋さんや、ワンタンメン

が売りのおそば屋さんのコマーシャルは、思わ

ず口ずさんでしまうほど頭に焼きついています。

毎日でないにしろ、曜日を決めて上山特集とし

て放送を定着させていけば、行政から市民の皆

様に対する情報発信がスムーズになり、理解し

合える状況に発展していくものと考えています。 

 市の発展の第一歩は、そこに住む市民の理解

と満足度が一番大切であると考えます。二日町

プラザにサテライトスタジオを設置することに

ついて、市長の御所見を伺います。 

 次に、（２）防災ラジオの全戸配布について

伺います。 

 前の質問で申し上げました項目にも大いに関

連するものでありますが、昨今の地球規模での

異常気象の影響で、比較的安全な地域と知られ

る本市でも、いつ思わぬ災害が発生するか分か

らないという状況にあると考えられます。言う

までもなく、本市行政の最大の役割は、市民の
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命と財産を守ることであります。２年前に発生

した７月豪雨による被害も記憶に新しいことで

ありますが、本年８月３日から４日にかけて発

生した線状降水帯による記録的な豪雨により、

置賜地方を中心に大きな災害をもたらした豪雨、

幸いにも、あのときは線状降水帯が北上ではな

く徐々に南下したため、本市は大きな災害は免

れたものの、もしあれが北上したことを想定す

ればぞっとするような事態でありました。 

 豪雨による災害は、水害である床下浸水や床

上浸水だけでなく、停電や断水といった災害も

想定されます。停電になりますと、ほとんどの

御家庭では、予備電力などを設備していない関

係からテレビ等による情報は得られなくなりま

す。スマートフォン等を所持している確率が高

い若者世代は情報が取れたとしても、高齢者の

みで生活をしている方には情報も届かないとい

ったことが想定されます。 

 そこで、防災ラジオが各家庭全戸に設置され

ていれば、乾電池さえ入れておけば、そのとき

にもし電源が入っていなくても、防災協定を締

結しているエフエム山形から強制的に電波を送

り、電源が自動的に入り、音量も高く設定され

るといった優れものだそうであります。そして、

上山市からの適切な避難情報等が、市内に滞在

している市民に正確に伝わるといった効果があ

ります。ラジオですから、そんなに大きなもの

ではなく、邪魔になるものでもありません。 

 現在、防災ラジオは既に約８３０戸には配布

されているようでありますが、私は市民の命と

財産を守るために全戸に配布して、前項で申し

上げました市民への情報発信強化と併せて、こ

のラジオを有効活用すべきであると考えますが、

市長の御所見を伺います。 

 次に、大きい２番目でございます。長引くコ

ロナに対する継続的な地元企業支援。 

 （１）積極的な設備投資に対する中長期的な

支援。 

 コロナ禍が報じられてから３年が経過しまし

た。いまだに収束のめどが立たないばかりでな

く、国や県も打つ手がないといった状況を肌で

感じるのは私だけではないと思います。一般市

民の方々も、コロナの影響を受けて、様々な犠

牲を受けながら生活している状況にありますが、

市内に多く存在する中小企業の経営者や、そこ

で働く従業員の皆様方にも大きな影響が出てい

るのが現状であります。 

 以前ありました、売上げが減ったから助成金

を出すといった支援制度も徐々に消え、各企業

はコロナ禍の中で独自に新生活様式に合わせな

がら、必死に事業継続のために日夜努力を重ね

ています。 

 また、コロナ禍に加え、ロシアのウクライナ

侵攻、円安等の影響を受け、世界的な原材料費

や燃料費等の値上げ、発注した品が入らないと

いった状況、さらには自然災害も加え、中長期

的な展望が見えないといった状況も影響してい

ます。 

 そんな中、ここ２年間にわたり本市でも実施

していただきました新型コロナウイルス感染症

対策設備投資促進補助金は、市内企業の積極的

な新規事業に対する設備投資資金として、多く

の事業者に有意義に活用されています。しかし

ながら、この本制度は短期の募集であるため、

一、二年後といった計画に沿って利用するには

申請しづらいといった状況もございます。また、

同様の国や県からの補助制度もありますが、や

はり募集期間が短過ぎて、短期間での計画を組

むのが困難なものが多くなっています。 

 そこで、本市の積極的な商工業者を支援する
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意味で、来年度以降も市単独ででも同じような

支援制度を設けるべきであると考えます。市内

で頑張っている中小企業が、より積極的な設備

投資をしての業務拡張や売上増進につながれば、

その会社での雇用も増え、そこで働く従業員の

雇用条件も改善され、ひいては本市としても法

人税や地方消費税等の税収が見込まれ、歳入増

となります。 

 本市で新しい企業を誘致することも当然大切

なことでありますが、既存の商工業者を元気づ

けることはさらに重要なことであると考え、継

続した支援を行っていくべきであると思います

が、市長の御所見を伺います。 

 ３つ目の質問に入ります。市民のための日帰

り温泉施設整備についてであります。 

 （１）長期休業中の村尾旅館の買収と整備。 

 ここ上山市は、今さら言うまでもなく、湯の

まち上山であります。確かに、温泉旅館が立ち

並び、市内の数か所には足湯が整備され、訪れ

た観光客の皆様方からは一定の評価を得ている

ように感じています。 

 しかし、このまちに住む住民の皆様からは、

俗に言う日帰り温泉の整備を求める声をよく聞

きます。考えてみますと、山形市を中心とする

３市２町の中で、いわゆる一般的に言うところ

の日帰り温泉施設がないのは本市上山市だけで

あります。駅名にもインター名にも温泉を名の

る本市でありますが、上山市民の多くは近隣市

町の温泉施設に足を運んでいるようであります。

また、食事等を提供する商業施設においても、

お隣山形市に多く存在するため、これまた市外

への消費が進んでいるのも現状であります。本

市上山市の市民が、他のまちへどんどんお金を

落としていたら、上山市の経済はどんどん衰退

していくばかりであります。 

 そこで、このたびの提案は、著しく進む本市

の人口減少を少しでも食い止めるための方策と

して、このまち上山市に住む市民が、期待感を

持ってわくわく感を感じるような施策を行政が

リードしてやっていく必要性を感じています。

それは、市の中心部に位置する上山城周辺の整

備であります。 

 現在、第２期上山市空家等対策計画の重点区

域としてランドバンクエリアと位置づけられて

いるエリア内に、長期休業中の村尾旅館があり

ます。営業を休止してから約６年が経過してお

りますが、いまだにどうするのか方向性が見え

ない状態となっていて、本市の観光としても大

きな痛手となっています。 

 そこで、もうそろそろ長期休業中の村尾旅館

を市が買い取り、宿泊棟等を解体して利用計画

を策定すべきであると考えます。中でも、村尾

旅館が最終的に整備した玄関棟と露天風呂等を

生かし、市民が気軽に利用できる日帰り温泉施

設を整備し、市民の皆様方からランドバンクエ

リアにどんどん足を運んでいただくという施策

が大切であると思います。 

 先日の山形新聞でも報道されましたが、旧ト

キワ館跡地に新設される予定のワイナリー、ま

たその向かい側に新装オープン予定のステーキ

ハウス、そしてこども食堂かえる家が新しく開

設した「まなｖｉｖａかえる家」等の利用促進、

ひいては上山市中心市街地の活性化のためにも、

今こそお城周辺整備が不可欠であると考えると

ころであります。 

 新しい第８次振興計画が策定されようとして

おりますが、上山市の将来を見据えて、市民が

わくわくするような施策を前面に出し、住みよ

いまち、そしてずっと住み続けたいまち上山を

文字どおり実現することが大切であると考えま
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すが、市長はどのようにお考えでしょうか。御

所見を伺い、質問とさせていただきます。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ９番川口豊議員の御質問に

お答えいたします。 

 初めに、二日町プラザにサテライトスタジオ

の設置について申し上げます。 

 ラジオの有用性については認識しております

が、見込まれる経費やラジオ局等との運営体制

など、整理すべき課題があることから、現時点

ではサテライトスタジオを誘致し、設置する考

えは持っておりません。 

 なお、オウンドメディア事業において、マス

メディアと連携を深めながら情報発信の強化に

は取り組んでまいります。 

 次に、防災ラジオの全戸配布について申し上

げます。 

 防災ラジオについては、平成２９年度から洪

水浸水想定区域や土砂災害警戒区域等、融雪型

火山泥流被害想定区域に住む市内８１地区の市

民の方々に、希望を募って貸与しております。

高齢者などの災害時に配慮を要する希望者には、

現在も無償で貸与しております。今後も必要な

方に対して貸与していく方針であることから、

一律に全戸配布をする考えは持っておりません。 

 次に、積極的な設備投資に対する中長期的な

支援について申し上げます。 

 これまで実施した新型コロナウイルス感染症

対策設備投資促進補助金につきましては、申請

開始直後から多くの相談があり、様々な業種の

事業者から申請をいただいたことから、市内事

業者からのニーズが大きい制度であることを認

識しております。 

 今後も、商工会や事業者から御意見を伺い、

その内容を踏まえながら、市内事業者の積極的

な設備投資を支援してまいります。 

 次に、長期休業中の村尾旅館の買収と整備に

ついて申し上げます。 

 村尾旅館につきましては、中心市街地に位置

する上山城に隣接しており、本市の観光をはじ

め、まちづくりの重要なエリアと認識をしてお

ります。 

 現在、民間事業者が対応を検討している状況

でありますので、本市といたしましては、今後

も注視をしてまいります。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 それでは、順を追って

質問をさせていただきます。 

 まず、二日町プラザにサテライトスタジオの

設置について伺いますが、やはり情報が足りな

いというか手段が悪いというふうなことは、恐

らく市当局も感じていらっしゃるのかなという

ふうに思っております。このたび、市政戦略課

のほうで、ＤＸ推進のための市民アンケートを、

市の公式ＬＩＮＥのほうでやっておられるよう

であります。私もあのＬＩＮＥを見て、そのア

ンケートに答えましたけれども、まずそのＤＸ

の推進、デジタル化の推進というような形のア

ンケートを取る手段としては、この公式ＬＩＮ

Ｅのみの募集を行っているのでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 ホームページ上でも

公開をしておりますけれども、ＬＩＮＥの会員

登録者数も勘案しまして、ＬＩＮＥのほうでプ

ッシュ式で通知をしたところでございます。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 ＬＩＮＥをやっている

ということは、デジタル化を推進してやってい

るということでありますので、ＬＩＮＥを見て
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答えた方については、ＤＸ推進はもう当然のこ

とながら賛成だというふうに私は思うんですね。

問題は、そのＬＩＮＥも何もやっていないと、

まだデジタル推進していない、進んでいないと

いうふうな方々に対して、今後どうするかとい

うふうな方法について、ホームページ上で出し

ているのも、ホームページを見に行かないと、

そのアンケートすら見られないというような状

況でありますので、いわゆるデジタル化してい

ない、まだそこまでいっていない方々に対して

の意見聴取をする方法として、何かお考えでし

ょうか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 まず、基本的には市

の関係課もしくは窓口担当課のほうで、どうい

ったデジタル推進をしていくかというところで、

市民の利便性の向上のためになるものとか事務

効率化につながるものというのは、ヒアリング

シート等を通じて意見を募集して聴取したとこ

ろでございます。その上で、市民の方々がどう

いった部分でデジタルを活用したいのかという

ことの意見を聴取するためにしたものでありま

すので、基本的にはまずはデジタルをしている

方に聞くべきではないのかという考え方をまず

一つは持っております。そういった意味合いを

持って、今回ＬＩＮＥのほうで積極的な通知を

図ったところでございます。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 先ほどのサテライトス

タジオの設置についての答弁の中で、ラジオの

有効性については認識していると、これはラジ

オも有効な情報手段だというふうなことを認識

されているようです。が、見込まれる経費やラ

ジオ局との運営体制等の課題があるということ

でありますけれども、前に先輩議員がこの同じ

ような質問をされてから、実際に幾らぐらいか

かるのか、あるいはラジオ局との打合せ等々に

ついてなされたのかどうか、ちょっとお伺いし

ます。 

○長澤長右衛門議長 観光・ブランド推進課長。 

○安田紀之観光・ブランド推進課長 公式には、

ラジオ局と、それらの設置方法についてお見積

りを取ったりといったような打合せをすること

は実施しておりません。ですが、その当時も御

答弁させていただいたというふうに聞いており

ますけれども、その時よりもかなりの金額が必

要であるというふうには聞いております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 現時点では設置する予

定はないというふうなお考えのようであります

が、やはりこれも大切なツールかなというふう

に私思っていますので、ぜひ調査を進めていた

だきたいと思います。市政戦略課の質問の中に

も、最後に、どんなものが必要ですかというふ

うな問いの中にラジオという項目もありました。

私はそれを見てちょっと安心したんでしたが、

やはり耳から入る情報というのは非常に体に入

りやすい、それと抜けないというふうなところ

がありますので、私はあと二日町プラザの有効

活用も含めまして、ラジオ放送局を二日町プラ

ザに設置するということについては、将来的に

もこれは大切なことであるというふうに私は考

えております。 

 情報というのは、私も会社経営をしておりま

すので、やはり流したというふうなことだけで

は駄目なんですね。それが伝わったかどうかと

いうところが重要なんです。文書を出したとい

うことではなくて、やはり伝えるほうの側に責

任があるんです。情報が伝わらなかったのは、

情報を見なかった、聞かなかったのが悪いんじ
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ゃなくて、伝え方に問題があるというふうなこ

とを認識していただきまして、今のままでもし

問題があるとすれば、ぜひ違った形での情報伝

達ツールというふうなものを御検討いただきた

いということをお願いしたいと思います。 

 次に、防災ラジオの全戸配布について伺いま

す。 

 こちらのほうも、現在は８３０戸、浸水想定

区域や土砂災害警戒区域等のところには配布し

ているというようなことはありますけれども、

先ほど初めの質問で申し上げましたとおり、例

えば大きな水害が出て全域停電というふうな形

になりますと、やはりこれは浸水想定区域のみ

ならず、どこでも電気が入らないというふうな

状況も想定されるわけです。そこで、現在無償

で貸与しておるというふうな答弁でありました

けれども、今後も必要な方に対して貸与してい

く方針だということなんですが、これは希望す

ればどなたにでも貸すというふうなことで認識

してよろしいんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 庶務課長。 

○尾形俊幸庶務課長 まず、この防災ラジオの

考え方なんですけれども、基本的に災害のとき

に緊急性がある情報を流すということで、エリ

アメール、一般的に水害だったり、地震だった

り、この間のミサイルのような場合ですと、国

のほうのＪアラートというものが優先して、そ

れを経由してエフエム山形のほうからラジオに

行くということで、スマートフォンとかでは対

応できない方に対して、その代わりとなるよう

に防災ラジオを希望者に配っているという経緯

がございます。ですので、そういった例えばス

マートフォンもなくて、そういった不安がある

というふうな方の御相談が、例えば民生委員だ

ったり会長を通じてあったような場合について

は、これまでどおり無償で対応するというふう

な考え方で対応したいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 それは、予算に関係な

く、もしそういった方が多数いても、市として

は対応するというような考えでよろしいですか。 

○長澤長右衛門議長 庶務課長。 

○尾形俊幸庶務課長 まず、この対象となった

方については約７，０００世帯に対して４年間

で、災害の危険性が特に高い地域を中心に希望

を取っております。そういった中で、例えば施

設に入ったとか、入院したので必要なくなった

とか、亡くなられたというふうな方から返却等

もありまして、在庫が一定程度あるというふう

なことで、その中での対応ということで考えて

おるところでございます。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 自然災害は、残念なが

らこれからどんどん増えてくるだろうというふ

うに思わざるを得ないんですね。やはり、これ

でオーケーだというふうな対策はないと思うん

ですよ。だから、これでもか、これでもかとい

うぐらいの対策を今後、今までの常識を上回っ

た形での対策を取っていかないと、市民の命と

財産を守れないというふうに私は思っています。

ですので、今までこうしたからこうだというふ

うな考え方は捨てて、こうなる可能性があると

いうふうに認知した段階で、やはり今まで以上

の、本市以外のところでは、ほぼ全戸に配布し

ている市町村もあるんですよね。だから、そう

いったものも踏まえて、これまでの固定観念を

捨てて、ぜひもしこうなったらこうするという

ふうな対策を打っていただきたいというふうに

希望します。 

 続きまして、３つ目の設備投資に対する中長
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期的な支援について伺います。 

 ありがとうございます。ぜひ、来年度以降も

これは継続してやっていただきたい。やはり設

備投資をやるということは、企業にとっては一

歩踏み出して上を目指すというふうな意思表示

でありますので、それは積極的に、今まで落ち

込んだ、コロナ禍で相当落ち込んだところを、

何とかして新しい新事業を始めながら次のステ

ップに行くというふうな企業の意思表示であり

ますので、ぜひ行政としても大きな支援をして

いただきたいというふうに思うところでありま

す。 

 最後に長期休業中の村尾旅館の買収と整備に

ついて伺います。 

 答弁の中に、まちづくりの重要なエリアと認

識しておると、これは私も意見一致であります。

やはり、今あのランドバンクエリアと位置づけ

られた場所、そこに今の市民、いわゆる上山の

２万８，０００数百人の市民があそこに行きや

すい状況をつくってあげる、これが私は一番大

切ではないかなというふうに思っています。 

 私も観光業を長くやっていますけれども、観

光は意外と、このインバウンドであるとか、あ

るいは全国、山形でいうと北海道、沖縄、九州

辺りに目を向けがちなんですが、私は観光の基

本は本当に足元だというふうに思っています。

ここ上山市に住む人たちが上山を愛さなければ、

上山は発展しないんですよ。上山市民が、この

まちいいまちだと、いい温泉があるよというこ

とであって、初めて観光というのは私は末広が

りに広がるというふうに思っています。ですの

で、上山市民がようやくできたかというような

わくわく感を感じるような施策、これはぜひ市

長、村尾旅館をいつまでもあのままにできない

と思うんです。今後も注視してまいりますとい

うような答弁ですが、もう６年たっています、

もう休業してから６年たっているんです。もう

そろそろ私は決着する時期じゃないかというふ

うに考えておりますが、市長どのようにお考え

でしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 当該旅館でございますが、

初めの質問の答弁にも申し上げましたように、

今民間同士といいましょうか、そういう民間の

間でいろいろ検討なされているということにつ

いては、我々も情報を得ておるところでござい

ます。ただ、６年がたっているということでは

ございますけれども、例えば跡地をどういうふ

うに利活用するのかということは、いろいろな

提案、過去にもありましたけれども、やはりき

ちっとした目的を持って、そしてやはりあのエ

リア、広いエリアをまちづくりの中でどう生か

していくかということを、きちっとやった上で、

跡地利用といいますか、それも考えていただき

たいなと思っておりますし、まずは今民間同士

でそういった再生といいましょうか、あの土地、

あの建物、建物も含むと思いますけれども、今

検討しているという状況でございますので、そ

の状況を注視しながら見守っていくということ

だと思います。 

 ただ、言えることは、過去に長い間、いわゆ

る放置されて大変な状況にある施設もあるわけ

です。だから、そういうことはしたくないなと

いう基本的な考えは持っております。そういう

ことでございますので、まずは民間の活用をど

うするのかということを見守りながら、そうい

った最悪の事態を避けるにはどうすればいいの

かとか、そういった考え方を持ちながら対応し

ていかなければというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 
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○９番 川口 豊議員 民間事業者が対応を検

討しているというようなお話でありますけれど

も、今こういう状況で話しているというのは市

のほうには逐次報告はなされているんでしょう

か。 

○長澤長右衛門議長 生涯学習課長。 

○高橋秀典生涯学習課長 債権者グループ、そ

ういったところを通じてこちらで把握している

ところでございます。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 その内部まで、詳細ま

では聞きませんけれども、それは発展的に解消

されるような方向で今進んでいるんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 生涯学習課長。 

○高橋秀典生涯学習課長 基本的には、こちら

では今の現状をお聞きしているという状況です

ので、それが具体的にどうなんだとか、そうい

った部分までということではなく、今こういっ

た状況で民間同士で話があるとか、そういった

部分を随時把握しているというところでござい

ます。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 民間同士の話で、私た

ちが思うような解決になればいいなというふう

に思っていますが、なかなかこの６年も経過し

ているということを考えると、ちょっとあまり

いい方向性には進んでいないんだなというふう

に私は思っております。 

 そこで、お隣山形市も同じような状況にあり

ましたよね。七日町の大沼デパート、それから

千歳館、これも結局どうするんだろうというふ

うに私は見守っておりましたが、結局市が買っ

たんですよ。なぜ買ったか。あれは、七日町の

再開発をするために、あれは市が持っていない

とまずいということで、結局買っているわけで

すよ。だから、もうそろそろ上山も、やはりお

城中心の開発が私は絶対不可欠だというふうに

思っていますので、そろそろ市が乗り出しても

いい時期じゃないかというふうに思っています。

それでも、また注視してまいりますということ

になるんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 現時点では注視をしている

ということでございますし、もう一つは、やは

りあの当該旅館の価値の問題ですよね。市がと

簡単に言いますけれども、大体どれぐらいの資

産があって、そしてあそこを活用する場合に、

果たして今の建物を利活用できるのか、あるい

は解体しなければならないのか。あそこには文

化財もありますので、その対応を民間が、ある

いは我々行政が、そのときはどういう規制があ

るのか、そういうところなんかも結構大変なと

ころもあるんですよね。ですから、一概にここ

で、６年たったからそろそろと言われますけれ

ども、そういったものを精査して、やはりそし

てもう一つは、市で例えば買うという場合には、

きちんとした目的を持って、何に供するんだと

いうことで市が対応しないと、ただ荒廃を防ぐ

だけの理論武装ではちょっと浅いと思いますの

で、その辺なんかもまず、民間がどういう状況

であるかということをきちっと担当課が把握し

ておりますので、それを見極めて対応していか

なければというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 当然そうなんです。あ

そこの利活用を考えるというようなことが目的

なんです。それと、今ある館を壊すにも相当お

金がかかるということも私も承知しております。 

 今、本年４月から過疎地指定になったという

ことで過疎債が使える。ただ、取壊しには使え
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ないかもしれないけれども再構築というような

形、再生というふうなものの計画を組めば有利

な起債も使えるというようなこともありますの

で、今が逆に言うとチャンスかなというふうに

私は思っておりますので、ぜひ市も待ちの姿勢

だけではなくて、やはり市もどんどん頭を突っ

込んでいただいて、解決に当たっていただきた

いというふうに思っているところです。 

 今ちょうど８次振が策定されている最中だと

いうふうに思いますけれども、新しくできる第

８次振興計画、市民が希望を持てるような、ぜ

ひわくわく感を持てるような振興計画を組んで

いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 ７次振の中では、いろいろ

数値目標を立てたり、対応してきたところでご

ざいます。８次振については、今議員のほうか

らもお話ありましたように、やはりこのまちが

将来に向けて持続可能なまちであって、そして

またみんながここに住んでよかったとか、ある

いは住みたいとか、あるいは自分たちの思いと

か、そういうものがかなえられるとか、そうい

ったまちにしていくのが第８次振興計画である

というふうに認識しております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 ぜひ、市民がわくわく

感を持てるような今後施策を取っていただきた

いということをお願い申し上げまして、質問を

終わらせてだきます。ありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、８番尾形みち子議

員。 

〔８番 尾形みち子議員 登壇〕 

○８番 尾形みち子議員 議席番号８番、会派

蔵王、尾形みち子です。 

 このたびは、犯罪被害者等支援条例制定、見

舞金制度、そして支援窓口について順次質問を

いたします。 

 先月２２日の山形ビッグウイングにおいて開

催されました「犯罪被害者支援県民のつどい２

０２２」に参加してまいりました。基調講演で

は、初めに「法整備によるＡＶ出演被害に関す

る各種トラブルへの対応」、そしてその演題で

は、弁護士の方が被害事例を挙げ、今年６月に

成立したＡＶ出演被害防止・救済法のポイント

などを説明されました。そして、その相談窓口

はやまがた性暴力被害者サポートセンターで対

応しているということを話されました。次に、

「性被害に遭った私の生き方」と題しまして、

過去２回性被害に遭ったその経験から、被害者

の立場、心情を理解してほしいと、看護師とそ

して助産師の傍ら講演活動をしている方が話を

されております。 

 犯罪被害者等支援についての話でございます

が、犯罪被害者等基本法が平成１６年に制定さ

れ、被害者やその家族などの支援は国、地方公

共団体及び国民の責務と定められました。犯罪

被害者のための施策を総合的かつ計画的に推進

することによって、犯罪被害者等の権利、利益

の保護を図ることを目的とされております。 

 今年９月、やまがた被害者支援センターの専

務理事から、被害者に寄り添い支援活動をして

いる現状や、市町村の犯罪者等支援条例の制定

の必要性を伺ってまいりました。昨今、犯罪や

不慮の事故等毎日のように報道されております。

このことは、一部の人の特別な事故・事件と思

われがちです。しかし、犯罪被害に遭う人は特

別な人ではなく、社会に普通に暮らしている人

たちです。その平穏な暮らしの中に、ある日突

然事故・事件に巻き込まれてしまい、被害者や

家族の多くは身体的そして経済的な被害に加え、
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トラウマ（心的外傷）やストレス障害（ＰＴＳ

Ｄ）、ＳＮＳによる誹謗中傷などに苦しんでお

ります。一瞬にして命を落としたり、一変して

しまう日常生活など、その回復を支援すること

は社会にとり必要な活動であると考えます。 

 一方、被害者とは違い、加害者は法律などで

厚く保護されておりますが、被害者の救済につ

いては道半ばと言えます。県内においても、予

期しない事件・事故が発生しており、誰もが被

害者になる可能性があります。 

 毎年１１月２５日から１２月１日までが犯罪

被害者週間と定められており、全国各地で啓発

活動が実施されておりますが、県内市町村で犯

罪被害者等支援条例を制定しているのは南陽市

と山形市のみで、県全体としては約６％にとど

まっております。お隣の秋田県では、全ての２

５市町村で制定されており、各市町村が県条例

と連動し、被害者支援をより充実させていくこ

とは地域みんなで被害者を支えていく呼びかけ

になり、時代の要請であると思われます。また、

この条例は限られた自治体がやるのではなく、

社会全体で支援を目指すべきと考えます。 

 本市において、次の２つを盛り込んだ犯罪被

害者等支援条例を制定する考えがないか、市長

にお伺いいたします。 

 １つ目は、被害者等見舞金制度の創設であり

ます。 

 見舞金支給事業補助金制度の創設ですが、国

の第４次犯罪被害者等基本計画では、犯罪で生

じた損害の回復や経済的な支援、精神的・身体

的な被害の回復と防止、被害者の刑事手続への

関与の拡充、被害者支援のための体制整備、国

民の理解の増進など重点課題を定め、行政が取

り組むべき具体策を幅広く明記しております。 

 突然起きた事件・事故に巻き込まれた家族・

本人は、仕事や家事育児・不登校など様々な日

常の生活ができなくなり、心身の不調や、経済

的には仕事が続けられず家のローンや家賃が払

えないなど様々な問題を抱えてしまう現状もあ

ります。特に、殺人事件に至っては、警察への

捜査協力、悲しみの中遺体の確認、葬儀や医療

費、転居、家賃、様々な費用にかなりの金額が

必要になると思われます。 

 犯罪被害者等基本法第１３条において、「国

及び地方公共団体は、犯罪被害者等が受けた被

害による経済的負担の軽減を図るため、犯罪被

害者等に対する給付金の支給に係る制度の充実

等必要な施策を講ずるものとする」と定められ

ています。山形市では、犯罪被害者等支援条例

第１１条において、「犯罪被害者等に対し、経

済的な支援制度に関する情報の提供その他必要

な支援を行うものとする」と規定しており、犯

罪被害者等見舞金支給要綱に基づき、犯罪行為

により被害者が死亡した場合は、遺族に３０万

円、療養の期間が１か月以上かかった、かつ３

日以上の入院等の傷害を負った場合は、被害者

本人に１０万円の見舞金を支給することとして

おります。 

 本市でも、万が一の事故・事件に対して、被

害者に寄り添う支援が必要と考えます。被害者

等見舞金制度の創設について、条例の中に盛り

込んでいただきたく、市長にお伺いいたします。 

 次に、２つ目です、被害者等支援窓口の設置

についてであります。 

 いつ起こるか分からない犯罪被害者の相談で

あり、相談する方もなかなか心を開かず難しく、

ときには個室による対応など、相談の体制そし

て対応については、職員は心理学を学んだ心理

カウンセラーの資格を持った方が必要であると

思います。だからこそ、市民に身近である市が
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被害者の直面している各種トラブル問題につい

て相談に応じ、市役所の中でできる手続、制度

の案内、関係機関などとの連携、橋渡しなど必

要な情報の提供、連絡の調整などを行うべきと

考えます。 

 被害者にとってよりどころになるとともに、

市民に犯罪被害者等支援を知っていただき、理

解していただくためにも、被害者等支援窓口の

設置について条例に盛り込んでいただきたく、

市長にこの２つを条例の中に盛り込んでいただ

くことをお伺いいたします。 

 以上で壇上からの質問を終わります。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ８番尾形みち子議員の御質

問にお答えいたします。 

 犯罪被害者等支援条例の制定について申し上

げます。 

 犯罪被害者等が受けた被害の早期回復及び軽

減を図るとともに、犯罪被害者等を社会全体で

支え、市民が安心して暮らすことのできる社会

を実現するため、犯罪被害者等支援条例の制定

を進めてまいります。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 条例制定に関しては

進められるというようなことで、一定の理解を

したところでございます。 

 一つお伺いいたします。来年度以降というこ

との制定でよろしいのか、確認をさせてくださ

い。お答えください。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 条例制定の今後のスケジ

ュールでありますけれども、県内で条例制定し

ているのは山形市と南陽市でありますので、そ

ちらの条例を参照しながら、あと近隣市の条例

の制定状況を調査しながら、令和５年度以降で

きる限り早い段階で条例制定を進めてまいりた

いと考えております。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 令和５年度以降とい

うことでございますので、制定はそれ以降にな

るというようなことだと思いますけれども、さ

て見舞金制度も含めてどのように考えているか

ということも、私最初の質問でさせていただい

たので、その辺の中身、まだお聞きしておりま

せんので、お聞かせください。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 被害者等の見舞金の制度

の創設についてですが、犯罪を受けた方、あと

家族に対する被害による経済的な負担を軽減す

るため、経済的な助成に対する情報提供、助言、

提案などを実施する取組の検討を進めてまいり

たいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 進めていくというよ

うな中身です。全国的には、３９の都道府県、

そして４６４の市町村が、２０２２年において

条例制定、それから見舞金制度、これに着手し

ておりまして、もう既にこれを実行しておりま

す。先ほど申し上げましたが、生活そして治療、

そんな様々な場面においての必要な資金を迅速

に給付してほしいという、そういう状況である

というようなことなんですけれども、自治体の

ほうにそういった要請をしているというような

ことが警察でも話されているんですけれども、

その辺のところの考え方をお知らせください。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 条例制定のこれまでの取

組といたしましては、上山警察署で主催してお

ります上山犯罪被害者支援協議会、主に民生児
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童委員とか、保護司会の方とか、更生保護女性

会の方とか、医師会、あと社会福祉協議会等が

加盟している団体でありますが、そちらでの情

報共有、あと活動連携などの取組、犯罪者等へ

の支援を準備している状況です。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 これは各市町村が横

並びにする条例ではないとは思います。という

のは、やはり条例を制定する場合、自治体が各

自、自分の地域に合った条例を策定するという

のが条例の基本的な考え方になると思うんです

けれども、これ本当に令和になってから、皆さ

ん記憶に新しい京都アニメーション放火殺人事

件がありましたけれども、全焼したほかに若い

社員がもう７０名以上、死者数、重軽傷という

大惨事が起きているんですね。そのときの事件

の際に、京都では被害者支援として、もちろん

先ほど申し上げました心理的ケアや、それから

病院の付添い、宿泊先への送迎、それから転居、

様々なそういう多岐にわたる支援の中に、被害

者支援制度の給付金説明ということであったん

ですけれども、これが京都だけじゃなくて兵庫

県、静岡県、大阪、２０自治体が条例がないと

いうようなことで、金銭的な補償というのが受

けられなかったという遺族もあって、不公平さ

がもう本当に課題であるというような、格差が

生じたということで報道されていることは皆さ

ん御存じだったと思いますけれども、そういっ

たことも、様々今現時点で起きているわけでご

ざいます。 

 昨年に大阪であった心療内科のクリニックの

放火事件や、そして今年３月、山形駅前で飲食

店というんですか、暴行死事件、これ全部犯罪

被害者であるというふうに思います。 

 ところが、残念ながら、山形駅前の事件で亡

くなられた方は、山形市の市民でなくて他の市

町村にお住まいの方だったというようなことな

んですね。ただ、この事件を受けて、その居住

自治体でも現在条例、もちろん制度をつくって、

そして支援、見舞金制度もして、支援窓口もと

いうようなことを進めているようなことなんで

すが、そういう喫緊の情報というのは聞いてお

りませんでしょうか。要するに、山形県内、先

ほど申し上げましたように、条例制定はまだ

６％しか進んでいないということでありますけ

れども、全体でこの考え方が県内の中でも起き

ているということは聞いていませんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 犯罪被害者の情報等につ

きましては、先ほども説明しましたとおり、上

山警察署で主催している犯罪被害者等連絡協議

会等で情報等を提供していただいております。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 次に、支援窓口につ

いてであります。支援窓口の設置ということで、

そちらのほうもどういう答えをしていただいた

のか、もう一度確認いたします。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 被害者等支援窓口の設置

につきましては、市として総合的な支援サービ

スを提供できる相談窓口として、具体的には福

祉サービスとか保健医療サービスなど関係課と

連携して、いつでも速やかに提案できるような

検討を進めてまいりたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 それでは、総合的な

支援窓口というようなことでよいと思うんです

けれども、やはり被害者の置かれた状況という

のは、先ほど言いましたようにお一人お一人で

違います。被害者の支援の担当の方、心理学、
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要は学んできたということで、そちらのほうの

配置はいかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 主に福祉課の窓口が担当

することになると思いますが、福祉課の窓口で

は高齢者、障がい者、生活困窮者等の相談を

日々行っておりますので、その者が対応できる

ようなことを検討しております。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 心理学を学んだ心理

学カウンセラーというような、初めの質問で申

し上げましたが、そちらのほうのお答えをいた

だきたいというようなことでございます。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 カウンセラー等の設置は

考えておりません。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 総合窓口だけで済ま

すというようなことでよろしいかと思うんです

けれども、やはり充実が必要だというようなこ

とです。やっぱりメンタル的な部分もあります。

心理学のほうをやはり勉強した方が、学習した

方がそれに対応するということが必要だという

ふうに私は申し上げております。もちろん、福

祉だけの問題ではない、健康的な、そういった

ことも含めて心の問題というようなことがあり

ます。そういうことを踏まえて、ぜひ心理学を

学んだそのカウンセラーが必要というようなこ

とを申し上げましたので、そちらのほうの対応

も、ぜひお願いしたいというようなことであり

ます。 

 結局、被害者支援の窓口というのをどういう

ふうに捉えられているかということも含めてな

んですけれども、それと併せて認知度のことも

あるかと思います。こんなことも踏まえて、い

かがなことをこれからしていかれるのか、お尋

ねいたします。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 被害者の早期回復、軽減

等を支援する施策としましては、市役所だけで

はなく、例えば社会福祉協議会との自立の相談

支援センターとか、医療機関とか、関係機関連

携しながら犯罪被害者の方の早期回復、被害の

早期軽減に努めてまいりたいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 本当に犯罪被害者の

支援というのは、今言ったようにもちろん多岐

にわたるというようなことであります。もう

様々なことから、被害者も家族も元の生活に戻

るにはとても時間がかかる、もしかすると戻ら

ないかもしれない、そういう状況があるやに聞

いております。様々なことが関わってきますけ

れども、そういったことも含めて、やはり窓口、

それを支援していただく、その支援を受けた方

といいますか、そういう方の受け止め方がとて

も大切なのではないかというふうに思うんです

けれども、そちらのほうの配慮、先ほどは、時

には個室を必要とするというようなことも含め

て初めの質問で申し上げましたけれども、そう

いう配慮、細かい配慮なんかも含めてお答えく

ださい。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 市民の方が相談にいらっ

しゃった場合は、福祉課に相談室ございますの

で、丁寧な相談をさせていただいて、少しでも

早く心の負担が軽減し改善するような相談を心

がけてまいりたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 本当に市民は心の窓

口であってほしいというふうに思っております。
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社会全体で支えられるような、そういった行政

や市民が応援しているというようなことを知ら

せていくことが、被害者支援の一番大事なとこ

ろというふうに思っております。条例ができ、

そして支援体制が構築されていただくような、

今回そういうことができますので、この今後上

山市の条例制定に向けて、皆さんの御配慮をよ

ろしくお願いしたいと思います。 

 以上で質問を終わります。 

○長澤長右衛門議長 この際、１０分間休憩い

たします。 

    午後 ２時１０分 休 憩 

                  

    午後 ２時２０分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、１２番枝松直樹議員。 

〔１２番 枝松直樹議員 登壇〕 

○１２番 枝松直樹議員 １２番、枝松直樹で

ございます。 

 このたびは、大きく２つについてお伺いをい

たします。 

 最初、営農型太陽光発電、ソーラーシェアリ

ングの普及支援についてでございます。 

 農村では、就農者の高齢化、後継者不足、農

地の荒廃化などが進んでおり、将来が危惧され

る状況にございます。 

 この状況を打開するために、私は平成３０年

１２月定例会の一般質問で取り上げた営農型太

陽光発電の普及拡大を、本市の農業政策の中に

位置づけるべきと考えておりますので、視点を

変え、改めて質問をいたします。 

 ４年前の市長の回答は、ソーラーシェアリン

グに対する住民ニーズがないというものでした

が、国の脱炭素化の動きの中で、ソーラーシェ

アリングの事例も拡大を続けており、状況は変

わってきております。 

 資源エネルギー庁の試算によると、２０５０

年のカーボンニュートラルの実現に向けた検討

では、２６０ギガワットの太陽光発電の追加導

入が必要で、屋根が１０７ギガワット、農地が

１５２ギガワットという結果になっています。

まだまだ足りないということでございます。 

 作物の栽培方法も、ブルーベリーやトマトな

どの養液栽培、シイタケなどの菌床栽培、蜜蜂

の養蜂、アクアポニックスという魚の養殖と水

耕栽培を合わせた循環型農法など、作物も多種

多様になっております。作物に合わせた適正な

日照量さえ確保すれば、問題なく栽培できると

いうことであります。 

 福島県二本松市には、今年春に日本初の垂直

型両面太陽光発電ソーラーが設置されました。

ドイツ製の２３４枚のパネルが１０メートルの

間隔で４列設置されたもので、従来のパネルの

下で行う農業とは違い、屋根がないために従来

の営農型太陽光発電では難しい大型機械が使用

できること、またヨーロッパでは放牧場の柵と

して使われている事例もあることなどから、今

後の日本での応用に期待がかかっています。 

 私は、今後日本は農業が最先端の産業になり

得る可能性を秘めていることに注目しています。

ソーラーシェアリングにスマートアグリとかア

グリテックといったＩＣＴの技術が融合するこ

とで、農業に新たな魅力が付加されることが期

待されます。農業がもうかる、楽しい、生きが

いが持てるという産業になることで、後継者も

生まれてきます。都会からの移住による新規就

農者も呼び込みやすくなります。 

 しかし、現実には県や自治体が熱心に取り組

んでいるところにソーラーシェアリングの建設
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が集中しているというのが実情のようです。そ

のため、都道府県によって取組に温度差があり、

事例数にばらつきがあるのがソーラーシェアリ

ング普及拡大の課題と言えます。 

 神奈川県では、県民に対し、ソーラーシェア

リングに必要な手続から発電設備の設置工事等

までを一貫して支援するワンストップサービス、

かながわソーラーシェアリングバンクを運用し

ています。全面的にバックアップしているとい

うことであります。 

 本市でも、農業政策の中にソーラーシェアリ

ングの普及拡大を明確に位置づけ、夢のある農

業を展開することについて、市長の御所見を伺

います。 

 次に、移住してくる就農者向けに、農地にソ

ーラーシェアリングの設備補助をする仕組みを

つくることを提案いたしますが、市長の御所見

を伺います。 

 次に、ソーラーシェアリングは、初期投資が

５０キロワットで約１，０００万円以上はかか

ることから、農家個人ではためらうことが多々

あるようであります。そこで、農地所有適格法

人の株式会社を誘導することが有効と思われま

すし、全国でも事例が多くあります。これによ

り、農業担い手が、高齢になった農民から若い

会社員に移り、荒廃地の減少にもなり、持続的

な農業が維持されるものと思いますが、市長の

御所見を伺います。 

 次に、隣の秋田信用金庫では、あきしんソー

ラーシェアリングローン「ＳＯＲＡ」が商品化

されています。融資額は２，０００万円以内で

１５年以内返済です。これに対し、秋田県井川

町では利子補給の制度をつくっています。 

 本市でも、金融機関と連携し利子補給を行っ

てはどうかと思います。もちろん、ソーラーシ

ェアリングをやろうとする農業者が出てきてか

らの話になりますが、市長の御所見を伺います。 

 大きな２番目といたしまして、こどもまんな

か社会の実現に向けて伺います。 

 最初に、子ども権利条例の制定であります。 

 児童の権利に関する条約、通称子どもの権利

条約は、１９８９年に国連総会において、全会

一致で採択されました。１８歳未満の子どもの

基本的人権を国際的に保障するために定められ

た条約であります。日本は１９９４年に批准し

ています。 

 来年４月１日から、こども家庭庁が動き出し

ます。２０２１年１２月に国が示した「こども

政策の新たな推進体制に関する基本方針～こど

もまんなか社会を目指すこども家庭庁の創設」

という文書においては、子どもに関する取組、

政策を社会の真ん中に置くこどもまんなか社会

を目指すこと、その司令塔としてこども家庭庁

の創設が述べられています。子ども政策の基本

理念において、子どもの視点に立った政策立案、

日本国憲法・子どもの権利条約にのっとった全

ての健やかな成長、ウエルビーイングの向上等

が説明されています。 

 こども家庭庁の創設の背景には、まず児童虐

待の増加があります。年間の相談件数は３０年

連続で増え続け、２０２１年度は過去最多の２

０万７，６５９件（速報値）になりました。ま

た、子どもの貧困率は約１４％で、７人に１人

が貧困状態にあり、中学２年生の１７人に１人

がヤングケアラーと言われています。いじめ、

不登校、自殺者の増加等、子どもの育つ環境の

状況の悪化に加え、出生数の低下にも歯止めが

かかっていません。 

 このような危機的な状況を踏まえると、常に

子どもの最善の利益を第一に考え、子どもに関
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する取組や政策を我が国社会の真ん中に据えて、

強力に進めていくことが急務となったのであり

ます。 

 こども基本法案は、令和４年６月１５日に国

会で可決成立し、令和５年４月１日に施行され

ます。日本が子どもの権利条約を批准した際、

日本政府は現行法で子どもの権利は守られてい

るとの立場を取り、国内法の整備が行われませ

んでした。そのため、日本には児童福祉法、母

子保健法、教育基本法、少年法、児童虐待防止

法、子どもの貧困対策推進法など、子どもに関

わる様々な個別の法律はありますが、子どもを

権利の主体として位置づけ、その権利を保障す

る総合的な法律が存在しませんでした。そこで、

今年こども基本法案ができたと理解しておりま

す。 

 このような流れの中で、私は子どもの権利条

約に規定されている権利が、基礎自治体におい

ても反映させるために、子どもの権利条約を制

定すべきと思います。 

 青森市では、平成２５年３月に青森市子ども

の権利条例を制定しています。すばらしい条例

ですので、ぜひ御参考の上、本市においても制

定していただければと思いますが、市長の御所

見を伺います。 

 次に、小中学校の学校給食の無償化について

伺います。 

 ２０１７年度の調査では、全国で７６自治体

が学校給食の無償化を実現しているとの結果で

した。青森市では、本年１０月から無償化して

いますが、来年度以降も継続を目指すとしてい

ますし、東京都葛飾区でも来年度から無償化を

目指すとしています。 

 県内では、鮭川村では２０１７年度から無償

化を実現しており、寒河江市が２０１７年度か

ら４年間で段階的な無償化を経て、２０２１年

度から完全無償化に踏み切りました。また、来

年３月まで無償化を決めている山辺町ですが、

過日の町長選挙を契機に、新年度以降も無償化

を続けることになるようであります。全額無償

化でなくとも、大江町では小学生は給食費の半

額を、中学生は給食費全額を補助しています。

このほか、小中全学年で半額助成している自治

体や、鶴岡市や南陽市、天童市のように第３子

以降を無償化している自治体もあります。 

 本市では、物価高騰対策として補助をしてい

ますが、来年度以降、子育て支援策として小中

学生とも完全無償化してはいかがでしょうか。

教育長の御英断を伺います。 

 次に、フリースクールを活用した学習支援に

ついて伺います。 

 新湯に「まなｖｉｖａかえる家」というフリ

ースクールと子ども食堂が設置されるというニ

ュースに接し、大変うれしく思いました。行政

から離れたフリースクールの誕生を喜ぶととも

に、子ども食堂が併設され、かつ市中心部に立

地するのですから、今後の展開に大いに期待を

寄せています。 

 「まなｖｉｖａかえる家」とは、平日午後３

時まで毎日開けており、予約なしで訪れること

ができます。午前中は学習の時間とし、昼御飯

は無料で食べることができるというアットホー

ムな居場所になります。家賃は、設置者が自腹

で負担するということで、全く頭の下がる思い

であります。子どもの育ちに関わる新たな社会

資源ができたということですから、教育委員会

としても十分な連携を強めていくことを求めた

いと思います。 

 しかし、不登校の子どもたちのほとんどが自

宅に引き籠もっていて、フリースクールや行政
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の適応教室に通っている数は非常に少ないと言

われています。「まなｖｉｖａかえる家」が子

どもにとって居場所になるか、学習支援の場に

なるかは、これからどういう運営をしていくか

にかかっていると思います。 

 そこで伺いますが、現在教育委員会で開催し

ているすこやか教室との関係はどう整理するの

でしょうか。また、すこやか教室と同様に出席

扱いにすべきと思いますし、学習支援充実の観

点からも関与していくべきだと思いますが、教

育長の御所見を伺います。 

 最後に、学習障害を持つ児童生徒への合理的

配慮について伺います。 

 ２０１６年４月に施行された障害者差別解消

法により、学習障がいのある子どもたちに学校

が合理的配慮をすることが義務づけられました。

しかし、実際には適切な支援がなく、そのため

不登校に陥る子どももいるようであります。 

 文部科学省では、「学習障害とは、全般的に

知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、

書く、計算する、推論するといった学習に必要

な基礎的な能力のうち、特定の能力についてな

かなか習得できなかったり、うまく発揮するこ

とができなかったりすることによって、学習上

様々な困難に直面している状態を言います」と

定義をされています。例えば、試験においては

試験時間の延長、試験問題へのルビ振り、パソ

コンによる回答など障がい特性に応じた配慮が

なされるべきです。 

 憲法第２６条には、「すべて国民は、法律の

定めるところにより、その能力に応じて、ひと

しく教育を受ける権利を有する」と記されてい

ます。「その能力に応じて、ひとしく教育を受

ける権利を有する」とは、合理的配慮によって

保障されるのではないでしょうか。 

 ある中学生の訴えを聞いてください。「私は、

現在中学３年生です。私は腕に障がいがあり、

文字を書くのに時間がかかってしまいます。そ

のため、定期試験などでは、試験時間内で全て

の回答を書き終わることができず、いつも悪い

点数しか取れません。ちゃんと評価してもらえ

るよう、試験時間を延長してもらいたいと考え

ています。このようなことは認めてもらえるで

しょうか」、中学生からこのように願い出られ

たら、どのように対応するのでしょうか。 

 通常の学級生活では、先生が個々の児童生徒

に合った種々の合理的な配慮をされていると思

いますが、さらなる丁寧な対応を求める観点か

ら、教育長のさきの中学生の願いへの回答とと

もに、本市教育委員会としての合理的配慮への

見解をお示しください。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １２番枝松直樹議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、営農型太陽光発電、ソーラーシェア

リングの普及支援について申し上げます。 

 ゼロカーボンシティを表明している本市とい

たしましては、太陽光発電などの再生可能エネ

ルギーの普及拡大は重要なものであると認識を

しております。 

 本市の主要な農産物である水稲や果樹は、太

陽光を必要とするものであり、普及への課題も

多く、農業者からの相談もないことから、現時

点ですぐに農業政策の中に営農型太陽光発電、

ソーラーシェアリングの普及拡大を位置づける

ことなどの考えは持っておりませんが、温室効

果ガス削減の取組の一環として、引き続き調査

研究をしてまいります。 

 次に、子ども権利条例の制定について申し上
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げます。 

 子どもの権利擁護は、子ども施策の根幹であ

り、本市としては、現在国で進めているこども

大綱に基づいて、今後策定する市町村こども計

画で十分に対応できることから、子ども権利条

例を制定する考えは、現時点では持っておりま

せん。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔横戸 隆教育長 登壇〕 

○横戸 隆教育長 １２番枝松直樹議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、小中学校の学校給食の無償化につい

て申し上げます。 

 本市では、ＧＩＧＡスクール構想に基づくタ

ブレット端末や電子黒板の整備、学習に係る支

援員の配置などに取り組んでまいりましたが、

今後とも子どもたちの教育環境づくりや支援の

充実を図るための財政投資は不可欠であります。 

 学校給食の無償化については、現時点では考

えておりませんが、必要に応じて総合的に判断

してまいります。 

 次に、フリースクールを活用した学習支援に

ついて申し上げます。 

 教育委員会では、不登校の子どもたちの社会

的な自立に向け、民間の相談指導施設と連携を

取りながら、どこでどのように学ぶかを選択す

ることができるよう、そして学校との関係を切

らさないことを大切にしています。 

 本市で設置しているすこやか教室については、

現在自立を目指した個に応じたプログラムで適

応指導を実施しており、今後も継続してまいり

ます。また、民間の相談指導施設に通う児童生

徒の出席等の扱いについては、教育委員会とし

てガイドラインを今年度中に策定し、適切に判

断してまいります。 

 次に、学習障害を持つ児童生徒への合理的配

慮の充実について申し上げます。 

 学習障がいに限らず、支援を要する児童生徒

は増加傾向にあります。合理的配慮については、

個に応じた支援や指導を行う必要があるため、

本人、保護者の願いを学校と十分に話し合った

上で、個別の支援計画、指導計画を作成し、対

応しているところであり、今後ともその充実を

図ってまいります。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 最初、移住者対策に

ついても、ソーラーシェアリングと絡めてちょ

っと聞いておったので伺いますが、コロナ禍で

テレワークが普及したということもあって、以

前から都市住民の地方移住の動きがさらに強ま

ってきたというデータがございます。総務省に

よりますと、全国の県及び市町村の窓口に寄せ

られた移住に関する相談件数は、令和３年度は

３２万件余りで過去最多になったと言います。

これは、コロナ禍によって地方移住への関心が

高まったのではないかと見られています。 

 ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センターという

のがございますが、ここでの移住相談によりま

すと、面接、電話、セミナー、メール等での相

談件数は、２０２１年度は対前年比３割増し、

４万９，５１４件と過去最高になったというこ

とであります。相談者の年代別内訳になります

と、２０代から３０代までの若者の問合せが約

半数だということでございます。はっきりと若

者の地方移住の志向、特に女性の割合が高まっ

ているというふうに言われています。 

 この移住セミナー、ふるさと回帰支援センタ

ーがやっているんですが、そこでどこに移住を

したいですかというアンケートを取ったところ、

移住希望地ランキングにおいて、山形県は前年
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度１７位から１２位に５つランクアップしてお

ります。ちなみに、日本総合研究所の幸福度ラ

ンキングでは、４７都道府県中、山形県は７位

に入っています。私は、こういった地方への願

望、特に山形県のランクアップのこういった状

況をしっかりとつかむことが大事ではないかと

いうふうに思っております。 

 そして、その対策の一つとしてソーラーシェ

アリングを位置づけるべきだという思いで、最

初に聞いたわけでありますが、先ほど市長の答

弁の中には、たしか普及への課題が多いと。ま

ず、水稲や果樹は太陽光を必要とするものだか

らということが１つ、あと普及への課題って何

だか分かりませんが、それが２つ目、３つ目は

農業者からの相談がないというようなことを挙

げられました。だから、当面は農林夢づくり課

の市の施策の中に入れないけれども、脱炭素化

の関連で引き続き調査研究をすると、まとめる

とこういう結果なんですけれども、私の調べた

結果では、作物についてですが、ソーラーシェ

アリングの下でのブドウ栽培、結構行われてい

ます。架台といいますね、はりといいますか、

ソーラーシェアリングを支える台、その下につ

るをはわせましてブドウの栽培を、マスカット

なんか作っているんですよ。ですから、やっぱ

り工夫をすれば幾らでもそういったことができ

るということの一つの例示でありますが、ソー

ラーシェアリングでつくったワイン用ブドウな

んていうのも、ストーリーがあって私はいいな

と思っているんです。ですから、作物はそのほ

かにもいろいろなものありますね。旧平田町で

は稲作をやっています、その下で。大きい機械

も入れるように配慮しながら。そして、先ほど

私が言ったように、二本松では垂直型ですから、

立っています、間は１０メートル、青天井です。

こんなこととか、いろいろな創意工夫によって、

この作物の問題もクリアできるのではないかと

いうふうに私は思うものですから、ぜひこれ本

格的なやっぱり農業者と議論をしないと、私も

素人ですから、こういうことをまず紹介をして

おきたいと思います。 

 農業者からの相談がないということですけれ

ども、それは神奈川のようにワンストップサー

ビスの窓口をつくる必要があると思うんですよ、

あるいは移住者向けのそういった仕組みをつく

るとか。ですから、待っていては来ないので、

やっぱりこっちからそういう窓口を広報して、

外に発信していくということが私は必要だと思

いますが、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 まず、初めの質問の答弁で

は、今議員がおっしゃられたようなことを答弁

させていただきました。しかし、水稲とかそう

いった光を要するといいましょうか、それはと

いう答弁させていただきましたが、現に市内で

も、例えばカボチャを栽培しているとか、そう

いうところも現実にはあります。それも私も知

っているし、見にも行きましたけれどもね。た

だ、問題はやはり、議員おっしゃられたように、

こちらのほうからもっと、ただ需要がないとい

いましょうか、希望がないということではなく

て、やはり我々もゼロカーボンを表明している

わけですから、そういった考え方の中で、やは

りそれを進めていく、あるいは紹介をしていく

ということは、より大事だと思いますので、現

時点ではそういう答弁をさせていただきました

けれども、今後については、そういった対応も

してまいりたいというふうに考えています。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 岩手県一関市の事例
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を申し上げますと、ここにはメガソーラーがあ

るんです。ソーラーシェアリングのメガ、合わ

せて５．３メガといいますから、上山の金谷に

設置しているバイオマスの発電所は２メガです、

ですからその倍以上の出力を持ったものが岩手

県にできたんですけれども、その発想の起点は

市の職員の発想でした。荒廃地がどんどん増え

ていくと、これを何とかしたいなという思いが、

民間企業とのマッチングによって成立したんで

すが、このソーラー、たった１戸の農家でやり

たいと言っても、やっぱり資金的な面、それか

ら、これ売電する場合に２０年間営農しなくち

ゃいけないということもありますし、なかなか

そういう営農計画もきちんと立てられないとい

うことでは、やっぱりハードルは高いのかもし

れません。 

 このところでは、しっかりファイナンスと会

社組織をつくりましたから、そこで社員が今一

生懸命営農しているわけですけれども、こうい

った、ここの営農は委託契約で、地元の農業振

興公社が営農をやっているようです、ここの一

関の場合は。ですから、本市でもこういったチ

ームをつくってやるという方式が、やっぱり一

番いいのかもしれません。 

 幸いといいますか、みはらしの丘にパネルが

ありますが、あそこにはパネル会社があります

し、ああいったことも、いつちょっと期限が切

れるか分かりませんが、あそこ終わったら新た

な展開として、それを農地の上に、あるいは垂

直にということもあるかもしれません。ぜひそ

ういった、上山だけではなかなか難しいんでし

ょうが、将来につながるような、ＩＣＴと融合

することによって、すごく魅力的な産業になる

と私は思っています。 

 それで、神奈川県の相模原にある相模湖、あ

そこには観光の体験型観光農園ができたんです

けれども、土日にもなりますと大変ファミリー

が訪問しまして、ブルーベリーを中心にして摘

み取り体験が主でありますけれども、ここは都

市型ではないんですけれども、そういった将来、

都市住民との農村の人たちが交わる拠点にもな

り得るという可能性を持っているわけです。 

 ぜひ太陽光、今すぐ市長にやってくださいと

言ってもなかなか、さっきおっしゃった回答以

上のものはないと思いますが、決してここは見

捨てるべき分野ではございません。将来性のう

んとある分野でありますから、ぜひ今後また頭

の片隅に置いていただきまして、調査研究を進

めていただければと思います。 

 それで、話は一転、今度は子どもの話になっ

てまいります。 

 子どもの権利条例の制定でございますが、お

っしゃることは分かるんです。来年似たような

計画をまたつくらされるんだから、今条例がど

うのこうのという段階ではないだろうと。私も

そうだなと思ったんですが、しかし令和４年に

制定された基礎自治体は、この１０月１日に施

行された宮城県登米市、あるいは埼玉県北本市

などがありますけれども、１１自治体が今年施

行しているんですよね。ですから、子どもの権

利条約でうたわれた権利を、各自治体の市町村

の条例にどれだけ落とし込んでいるかというこ

とで、杉並区などは今後制定を目指すと言って

おります。 

 ですから、来年そろそろ国のほうから出てく

ると思いますが、つくらないならつくらないで

いいですよ、この精神をぜひ、新しい子ども計

画の中に入れ込んでいただくということで、こ

こは答弁要りません、時間がかかりますから。

ただ、間違いなくそれを入れ込んでもらわない
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と困るということを申し上げておきたいと思い

ます。 

 そして、次に学校給食の無償化についてです。

給食もね、本市では完全無償化はできないとい

うこと、それはいろいろお金もかかってという

ことのさっきの答弁でございました。しからば

段階的にやるような、寒河江市あるいはほかの

自治体では小学生のみとか、第３子のみとか、

こういったことについては教育長はいかがお考

えですか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 先ほど答弁で申し上げたと

ころでございますけれども、本市における子ど

もたちのために、まず第一義的に財政投資をし

ていくというのが基本の考え方で、現時点で直

ちに完全無償化をするということは考えに持っ

ていないということを述べさせていただきまし

た。 

 今御指摘の、じゃあ段階的にどういう、そう

いうことを考えているのかということでござい

ますけれども、このことにつきましては今後の、

例えば全国やあるいは本県における給食の無償

化の関わるそういった情勢とか、そういったこ

とを鑑みながら、本市に学ぶ子どもたちにどの

ような教育施策をしていくかということを総合

的に判断して、検討してまいりたいというふう

に考えています。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 いや、すごく便利な

言葉で、総合的にと言われると、こっちもなか

なか突っ込みにくいんですが、総合的では困る

んですね、これ。だって、今かなりの自治体が

県内でももう実施しておりますし、教育長の回

答だと「学校給食無償化は考えていません」で

しょう。必要に応じて総合的に判断してまいり

ますと、必要に応じてと、もう既に必要性が発

生していると私は思っているんですけれども、

ということは、教育長はまだ無償化する必要性

は感じていないということの裏返しになります

が、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 本市の様々な財政的なもの

もあるんでしょうけれども、まずは子どもたち

のために教育投資をするのが第一義だというの

が基本的な考えです。無償化が、全くその無償

化に反対とか、そういった考えではなく、今後

の動向、先ほど申し上げましたように、動向等

を見極めながら対応していく必要があるという

ことで、総合的にという判断でいるところでご

ざいます。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 要するに、子どもの

ためになすべきことは幾つもあると、その中で

優先順位をつけてやっているから、子どもの給

食は後回しだと、こういうふうなことなわけで

すけれども、簡単に言うと。そうなんでしょう

かね。ＧＩＧＡスクール構想をやらなきゃいけ

ないというふうに国から言われてやったわけで

すけれども、先ほど同僚議員からもありました

けれども、タブレットを持ってＧＩＧＡスクー

ル構想は子どもの学力低下を招くという、東大

の佐藤学先生の見解はそうですから。あと、必

ずしも学力向上には寄与しないという意見もあ

りの話で来ているわけで、ぜひ様々な声を聞い

てもらって、まさに総合的に判断してください。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 学校給食は、私が言うまで

もなく、子どもたちの食生活とか、元気な体づ

くりというのに大きな役割を果たしているとい

うふうに私も認識していて、本市のおいしい給
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食を提供するということを大切にしていきたい

と思っています。 

 先ほど様々な視点の中で、現状におきまして

は、本市におきまして、その支援制度というん

でしょうか、困窮している生徒への支給とか、

あるいはそういった手だてを加えながら行って

いるところもあり、現状におきましては、まず

は上山市の子どもたちのための教育投資という

のを第一に考え、先ほど申しましたように、今

後の情勢等を見極めながら対応していくという

のが基本的な考えでございます。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 今年、高校生までの

医療費無料化を市長からやっていただきまして、

これもすごく市町村間でばらつきが出てきてい

ますよね、今。だから、給食だっていずれそう

いったことがやっぱり出てくるのではないかと

思いますから、そこはひとつ十分御注意をして

いただきたいなと思います。 

 次に、フリースクールを活用した学習支援に

ついて伺います。 

 いろいろ今年中に、新しい学び場についてガ

イドラインをつくって、そこの扱いをどうする

かというお話がございましたけれども、それは

それでよろしいかと思いますが、子どもがどこ

でどのように学ぶかを選択することができるよ

うに、学校との関係を切らさないことを大切に

しながらやっていくということなんですが、前

もこの問題、私天童の中学生が電車に身投げを

した事件の後に聞いたことがあったんですけれ

ども、学校に来させることだけを最終目標にし

ているのか。教育長の回答のように、どこでど

のように学ぶかを子どもに選択させる、国の法

案がちょっと流れてしまったんですが、フリー

スクール、東京にもたくさんございますけれど

も、そこに行っても出席扱いするような動きも

あったんですね、馳浩文科大臣のときでしたけ

れども。昔だと無理やり玄関先に出して、無理

無理学校に行かせると、そういう親もたくさん

いたと思います。今、そういう嫌がる子どもを

無理無理部屋から外に出すということについて、

学校へのこだわりを教育長はどのように思って

おられるか伺います。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 子どもたちの学びの場をい

かに保障するか、そして近年子どもたちの多様

化が進んでいると私も認識しています。一律に

学校で学ぶということを原則としながらも、

様々な不登校とかそういった子どもたちの抱え

ている悩みを保護者あるいは本人と相談しなが

ら、様々な場所での学びを選択できるようにす

るというのは、今後の方向性としてあると思い

ます。必ず学校で学ばなくちゃいけないという

ことではなく。ただし、そういった学びの場で

学んでいること、フリースクールで学んでいる

子どもにあっても、学校との関係だけは切らさ

ないで進めていくことが大事だと考えています。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 分かりました。いろ

いろな学びの形態があっていいかと思うんです

が、今現在市教育委員会でやっているすこやか

教室、何人か行っていらっしゃると思います。

学校の保健室に行っている子もいるでしょう。

あるいは別室に行っている子もいるかもしれま

せん。様々な子がいて、私も正確には何人か把

握はしておりませんが、少しずつ増えてきてい

るのが実情だと思います。 

 ただ、圧倒的に多くは家庭にいるんじゃない

でしょうか。すこやか教室、保健室、別室登校

を除いた子どもはどこに行っているんですかと
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いうと、家に戻っているというふうに思います

が、その子に対する対応は今どうされています

か。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 今お話がありました

が、子どもによって、先ほどもあったように、

すこやか教室、様々な施設、あとは別室登校等

で学校に行っている子どもたちもおります。そ

ういう子どももいるし、その１人の子どもも家

にいる時間が多かったりもします。全てずっと

家にいるというわけでなくて、出てくるときも

あります。それぞれに応じて学校と連携をしな

がら、その子に応じた指導を今行っているとい

うところです。もちろん、個別の指導が主にな

りますけれども、子どもの課題に応じて自立を

目指すというところを目標にしながら、指導を

それぞれの場所で行っているというのが実態で

す。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 子どもの学びの場と

いうのは多様であっていいという教育長の話も

ありました。それを受けて、自宅での学習、そ

れとフリースクールが連動すると思いますから、

重ねて協議いただけるなら伺います。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 文部科学省また県の

方針、市の方針を踏まえて、義務教育段階での、

例えば今御指摘にあったＩＣＴなどを活用した

自宅での学習支援、そういった多様な教育機会

を確保することを狙いとしています。それを受

けて、例えば自宅においてＩＣＴ等を活用した

学習を行う児童生徒について、指導要録上の出

席扱いに係るガイドラインを今検討していると

いうところであります。保護者との、また学校

との連携、学習プログラムでの内容、また、こ

のことで、逆に不登校が必要な程度を超えて長

期にわたるようなことを助長するというように

ならないようになど、要件について含めて十分

検討していきたいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 今の課長の回答から

は、学校はあくまで基本だから、もう全然学校

に来なくて、そこでフリースクールなどにずっ

といたり、自宅にいたりするということはよし

としないという、これも十分分かります。しか

し、今はもうどんどん変わっていて、自宅でや

っても単位じゃなくて出席扱いになるというこ

とも、今文科省でも考えているということであ

りますから、ぜひそういった流れに沿って、今

回のフリースクールの中での活用支援、学習支

援というのは、以前私が申し上げたんですけれ

ども、ＮＰＯ法人で山形県ひとり親家庭福祉会

というところで、今現在県内で十数か所学習支

援を行っている自治体があると思います、ある

んですよ。ですから、そういったところとも連

携していただいて、ぜひ上山でも、フリースク

ールも貴重な社会資源でありますから、ここを

場にした学びというのをぜひ改めて御検討を続

けていただければと思います。 

 最後の項目になりますが、学習障害を持つ児

童生徒への合理的配慮ということで、まず最初

に伺っておきますが、先ほど私が朗読した中学

生の訴えに対して、教育長の感想がなかったの

で、これ改めて伺います。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 御質問の中にありました、

ある中学３年生のお話でございます。このこと

につきましては、いただいた内容のことに対し

て、個別に私のほうからこういう方向だとか、

そういった判断でお話しすることは差し控えさ
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せていただきたいということを、まず根底に持

っています。 

 ただし、今その中学３年生のことを考えます

と、恐らく自分のそういう身体上その時間がか

かるようなことを、もちろんその当該の生徒の

困り事、願い、思い、これを保護者を含めて学

校と一緒に共通理解を図るような形で進めてい

くことがまず大事だと思っています。そして、

中学３年生ということでございますので、いよ

いよ、これまでも頑張ってきたんだと思います、

新しい進路に向けて、これからも学業で頑張っ

てほしいという思いは期待をしているところで

ございます。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 中学段階で、こうい

う合理的配慮が認められれば、評価は上がりま

すよね。上がるかどうか分からないですけれど

も、上がる可能性は大いにあります。試験時間

を１０分延長する、この子だけ特別に。それに

対して、学校の担任教諭が「いいよ、１０分延

ばす」と自分の権限では言えないですよね。少

なくとも校長先生、そして委員会の裁断を仰ぐ

ということになると思います。 

 今中学生の中で、小学生からですが、発達障

がい、ＡＤＨＤ、ほかにいろいろ発達障がいが

ありますけれども、学習障がいの子も随分、診

断をやればやるほど出てくるというふうに思い

ますけれども、これちょっと困ったことがある

んです。やっぱり学校の担任も困っていると思

いますが、こども医療療育センターがそこにあ

りますが、あそこの中に発達障がい者支援セン

ターというのがあります。学校の先生に、うち

の子どもがちょっとおかしいんじゃないかと、

ちょっと、恐らく先生が言うんですね、面談の

ときに。母親はびっくりして、じゃあどうすれ

ばいいですかと。支援センターに行ったらどう

ですかと。ところが、行くと半年待ちですよと

言われるんです。その間どうすればいいんです

か。それが、今の学習障がいあるいは発達障が

いの子の置かれている現状だと私は思っていま

す。半年待って受診をして、そこから、うちじ

ゃ分からないからというので、精神科にまた回

されたりするわけです。 

 そんなことで、この合理的配慮というのを突

き詰めていくと、いつの段階からということに

なるんですが、高校の恐らく受験においては、

県の教育委員会にも要望書が出ているはずです

けれども、別室で受けさせてくれとか。実際に

診断がないと、高校では許可しませんよね。こ

こでディスレクシアとか、書字障がいがありま

すというような診断を療育センターでもらう、

あるいは医療機関でもらう、それを踏まえて県

教育委員会では、高校受験の際に配慮するわけ

ですよ、合理的配慮。ですから、何かちょっと、

今この相談体制が極めてお寒いんです、詰まっ

ている。それから、当然学校の中にそんな専門

家は配置できるわけがないですから。ここが、

今子どもたちの置かれている本当に困った現状

だと私は認識しておりますが、教育長いかがで

すか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 実は今、その話を聞いてい

て、小中学に在学の子どもに対しての、いろい

ろな障がいを持った相談窓口の対応がなかなか

進んでいない。実は、インクルーシブ教育とい

うのが導入されて、その障がいを持った子たち、

あるいは特別な支援を要する子どもたちへの支

援というのが、ここ数年になりますけれども、

親の理解が進んできたと私は思っています。こ

れまでは、障がいを持つということにかなり抵
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抗を持つ、今でもいるかもしれませんけれども、

そういった保護者の方が、インクルーシブ教育

システムの導入ということから、徐々に社会的

な認知も得て、保護者の理解も進んできている

のではないかと。そういったことで、学校でも

そういったことに対しては保護者に提案をしな

がら進めているというのが、今の私は現状だと

思っています。 

 そういう意味では、障がいはそれぞれ子ども

たちの状況によって違いますので、きめ細かい

そういった視点から対応していくというのが現

状だと認識しています。その相談窓口の対応の

増加に伴って、そういうのが生じているという

ことはあるのかなというふうに思いました。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 先ほど同僚議員が言

ったことと関連するんですけれども、リンゴ１

個とミカン１個を合わせると幾つと聞かれたと

きに、子どもが、合わせられるわけないよと、

ジュースに絞れば合わせられると答えたという

んですけれども、確かにそんなふうで、こうい

うふうに答えた子が、今オランダの大学で勉強

しているんです。日本では全くクラスで受け入

れてもらえなかったと。外国へ行ったら、やっ

ぱり合理的配慮がしっかりされていて、今「日

本では拒絶された私が海外の学校で学んでいる

訳」ということで文章を書いています。何か住

みづらい、勉強しづらい状況があるとすれば、

ぜひ思いを致していただいて、改善をお願いし

たいところでございます。ありがとうございま

した。 

○長澤長右衛門議長 この際、１０分間休憩い

たします。 

    午後 ３時１５分 休 憩 

                  

    午後 ３時２５分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、１５番大沢芳朋議員。 

〔１５番 大沢芳朋議員 登壇〕 

○１５番 大沢芳朋議員 議席番号１５番、会

派孝山会、大沢芳朋であります。 

 通告に従いまして、順次質問をさせていただ

きます。 

 まず、初めに次期市長選挙出馬について伺い

ます。 

 市長は、平成１９年２月の市長選挙以来、元

気な上山市を目指し、４期目となった現在は、

第７次上山市振興計画に掲げた将来都市像「ま

た来たくなるまち ずっと居たいまち ～クア

オルト かみのやま～」実現に向け、全身全霊

でその実現に走ってこられ、その思いと行動に

深く敬意を表したいと思います。 

 また、この第７次振興計画の達成に向け、独

自の施策をはじめ多くの施策に取り組んでおり

ますが、本市を含む多くの地方都市の最大の課

題はやはり人口減少対策であり、その課題を解

決するため、市長は子育て支援に関しましては

１８歳までの医療費無料化、またインフルエン

ザワクチン接種の中学３年生までの助成など、

子育て世代に対する支援を拡充するなどの施策

に取り組まれ、子育て世代には大変ありがたい

施策だと感じております。 

 さらに、子育て世代の負担軽減と不安解消を

図るため、新たに母子手帳アプリを導入し、オ

ンラインによる相談サービスや予防接種のスケ

ジュール管理、情報発信の強化を図るとともに、

本年度は県内初となる全妊産婦を対象とした家

事代行などの家事育児支援事業を展開するなど、

県内に先駆けた取組も行っておりますが、さら
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なる支援策も期待しているところであります。 

 また、企業誘致においても、これまで多大な

る成果を上げていると感じております。中でも、

現在も増築し、さらに多くの雇用が見込まれ、

日本トップクラスの売上げを計上しているジェ

ネリック医薬品製造会社や、蔵王みはらしの丘

に誘致した世界的企業の東北初となった大型倉

庫店など、また、かみのやま温泉インターチェ

ンジ産業団地の造成においても企業誘致を進め、

新たに４社を誘致し、約１４０名の雇用確保が

見込まれるほか、本年度においても産業団地を

拡大するため測量設計を開始するなど、雇用対

策においても成果を上げてきております。誘致

企業の１社においては、まちなかに社員アパー

トを建設されるなど、本市の人口減少対策とし

て一層の効果が期待されると思いますので、今

後の企業誘致においては、社員寮などを併設で

きるような企業をぜひ誘致すべきと考えており

ます。 

 市長の重要施策であるクアオルト事業におい

ては、本年めでたく１５周年という節目の年を

迎え、多くの御来賓、参加者が集い、盛大に記

念行事を行われたことは有意義であり、健康増

進と交流人口拡大を目的とした本市のクアオル

ト事業の認知度向上にもつながり、ＰＲ効果が

あったものと感じております。参加者の方から

は、コレステロール値が劇的に下がったなど、

医療費抑制につながる様々な体験談も聞くこと

ができました。 

 さらに、健康増進に向けた本市の取組が評価

され、平成２６年度には第３回健康寿命をのば

そう！アワード、令和元年には第６回ディスカ

バー農山漁村の宝準グランプリ、令和３年度は

本市と上山温泉クアオルト協議会が令和３年度

のふるさとづくり大賞総務大臣表彰、本年度は

本市市役所が健康経営優良法人２０２２を取得

するなど、全国からクアオルト事業に対し高い

評価を得ております。ただ、温泉掘削まで成功

し多額の費用を使いながらも断念した温泉健康

施設は、私からすれば残念でなりません。 

 しかしながら、新たに始めた健康ポイント事

業において、参加人数が１，０００人を超える

など、健康増進に併せてポイント獲得ができ、

たまったポイントに応じて商品券と交換できる

もので、楽しみながら健康づくりが継続でき、

経済支援など成果を上げている現状はすばらし

いことだと感じています。 

 農業振興においては、かみのやまワインの郷

プロジェクトを立ち上げ、ワイン特区の認定を

受け、栽培面積の拡大を推進し、本市で収穫で

きる良質なブドウを使用したワインづくりのた

めにワイナリー建設に対する支援を行うととも

に、販路拡大に向け様々なイベントで本市ワイ

ンのＰＲにも尽力されております。 

 交流人口拡大に関しましては、ふるさと納税

寄附者や、既に本市との関わりがあり、持続的

に応援していただける方をその対象とした上山

ファンクラブを設立し、会員数も３，０００人

に達する勢いで、交流イベントを東京のみなら

ず仙台でも開催し、来年１月には名古屋でも開

催予定と伺っておりますが、本市の魅力向上と

ＰＲにも力を注いでくださいました。 

 コロナ対策においては、県内でいち早く温泉

旅館に対し１年分の入湯税相当額の支援、プレ

ミアム商品券の発行、現在はＱＲコード決済を

利用し３０％のプレミアム分を還元する方法で

原油高や物価高に対応する経済対策を実施中で、

大好評であります。市内外から多くの方が本市

に訪れ、経済活性化に大きく寄与しており、経

済効果も１５億円と試算されておりますが、全
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体的に見てみますと、残念ながらまだまだコロ

ナ前の景気回復はなされておりません。 

 財政面では、令和３年度実質公債費比率にお

いて、県内１３市の中でも上位３番目に入る健

全なる財政運営を展開しております。そこで、

今後予定されている駅前の整備、併せて今後の

上山市を左右する駅東口の開発、第８次振興計

画策定、アフターコロナに向けた支援策など、

山積する課題と事業を達成するために、「また

来たくなるまち ずっと居たいまち ～クアオ

ルト かみのやま～」実現に向け、今後の上山

市のかじ取りを担うため、５選を目指す考えが

あるか、市長の御所見、そして現在までの自己

評価と決意を伺います。 

 次に、廃校舎等の空きスペースを活用した企

業誘致について伺います。 

 我が国において止まることのない少子高齢化

の進行が、地域に様々な影響を与えております

が、特に廃校施設の増加は今後の大きな課題と

なっているところであります。 

 本市においても、平成２２年に山元小中学校、

平成２４年に中山小学校、平成２５年に本庄、

東、宮生の各小学校、平成２７年に西郷第二小

学校、本年４月１日付で西郷第一小学校が、そ

の役割を終えて廃校となりました。 

 少子化に伴う廃校は増加傾向にあり、今後の

活用用途が未定の廃校も年々増加を続けていま

すが、校舎を含むこれらの未利用施設を有効に

活用することが、地域社会の持続的発展に向け

た大きな課題になっていると言えます。 

 少子化に歯止めがかからない本市においても、

統廃合により長年地域のシンボルだった施設が

使用されなくなることは、未利用の公共施設の

増加となり、その地域全体の活力低下が懸念さ

れることに加え、財産の有効活用の観点からも

廃校の再利用を積極的に進めていく必要がある

と考えます。 

 本市において、いまだ利活用が進んでいない

学校施設が多く存在しております。これまでの

本市の廃校の利活用に関する考え方として、地

域として学校をどのように使っていくのか、地

域による今後の利活用策を重視してきたことも

その要因の一つと考えます。近年は、地域とし

てこれまで以上に廃校施設の利活用について行

政の関わりを望む声も聞かれ、積極的に企業誘

致をはじめとする利活用が進むよう、行政とし

て一層関与を深めることで、地域の住民にとっ

て最も身近な公共施設となっていた廃校以前の

学校施設が、廃校後も地域のコミュニティの中

心となるような施設として、新たな役割を果た

していくようになると考えます。 

 他の自治体の成功事例を見てみますと、地域

密着型の美術館やキノコ栽培、農業体験施設、

道の駅、老人福祉施設、カフェ等、また合宿所

として再活用し、監督、保護者等は近くの旅館

を利用されるなど、様々な工夫をしながら民間

事業者との連携によってオフィスや工場といっ

た利活用も推進しております。 

 民間の企業が廃校を活用するメリットとして、

既存の建物を使用することで初期費用をかけず

に事業に早期着手することができること、学校

は教室ごとに仕切りがあり、その仕切りをうま

く利用することで改修費用を抑えることができ

ることなどが考えられますが、全国的に社会問

題にもなっている廃校を活用した施設はメディ

アからも注目され話題になり、高い宣伝効果な

ども期待されます。 

 本市の現状を見てみますと、平成２５年廃止

になった旧宮生小学校は、本県にある大学のア

トリエとして利活用され、旧中山小学校と旧本
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庄小学校は山形県埋蔵文化財センターの事務所

や一部保管場所等として貸し出し、利用されて

おりますが、他の廃校になった学校は未使用に

なっており、既に活用されている廃校について

も空きスペースが多くあるものと思います。そ

うした場所に対し、さらなる企業誘致につなげ

ていくべきと考えますが、いかがでしょうか、

市長のお考えを伺います。 

 次に、災害時に備えた避難所へのソーラーパ

ネル設置について伺います。 

 我が国では、地球温暖化対策のため、２０２

０年６月に、２０５０年までに温室効果ガス排

出を全体としてゼロにする、すなわち２０５０

年カーボンニュートラル、脱炭素化社会の実現

を目指すことを宣言いたしました。２０２１年

１０月に閣議決定された地球温暖化対策計画で

は、業務部門（事務所ビル、商業施設などの建

物）において、エネルギー起源ＣＯ２排出量を

２０１３年度比５１％削減するといった目標が

設定されており、建物でのエネルギー消費量を

大きく減らすことができるＺＥＢ（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ビル）の普及がカーボンニュ

ートラル実現に向けて求められております。 

 そもそも、脱炭素化にかじを取らなければな

らない理由は、近年の異常気象が世界各地で発

生し、日本においても河川の氾濫や浸水を引き

起こす豪雨、台風災害や猛暑が頻発しているこ

とがあり、今後豪雨や猛暑のリスクがさらに高

まり、人間の生命、財産、健康はもとより、産

業、経済などに対する影響もさらに拡大すると

予想されるからであります。 

 その中で、近年学校施設では、各教室のエア

コン設置、ＩＣＴ環境の整備による高機能化、

また休日等の地域住民のスポーツ練習及び大会

など、学校教育以外でも多く使われるため、使

用エネルギーも増加傾向にあります。 

 一方で、学校施設の老朽化がピークを迎える

中、子どもたちの多様なニーズに応じた教育環

境の向上と老朽化対策の一体的整備が必要にな

ってきており、中長期的な将来推計を踏まえ、

コストの削減に向けて効率的、計画的な長寿命

化改修を図るとともに、年間で消費する建築物

のエネルギー量を大幅に削減する省エネと、太

陽光発電など自然の力でエネルギーをつくり出

す創エネを組み合わせた、エネルギー収支ゼロ

を目指した建物を目指すこと、すなわち学校施

設のＺＥＢ化を推進することが求められており

ます。 

 本市では、今年度から来年度にかけて、三友

エンジニア体育文化センター及び南小学校にお

いて、東北初となる２か所同時の採択を受け、

体育文化センターと学校施設のＺＥＢ化の工事

を開始いたしました。今後は、上山小学校など

他の学校施設等においても採択され対象とされ

るべきと考えるところですが、災害時の避難場

所となる全ての指定避難所に対しソーラーパネ

ルを設置し、災害時の電力確保に努めるべきと

考えます。 

 ２０１１年３月１１日に起きた東日本大震災

は、私たちの記憶から消え去ることはありませ

ん。当時のことを振り返ってみても、電力の重

要性は皆さん御理解のことと思います。災害時

に必要な物資の備蓄と併せ、通信や情報収集手

段、照明の確保のため、避難人員に応じた安定

的な電力が必要と考えますが、災害時の避難所

に指定されている施設においては、発電機を利

用した電力確保が現在は主となっております。 

 ゲリラ豪雨をはじめとした異常気象に関し、

温暖化がその発生原因の一つと言われています

が、二酸化炭素の発生を抑制することで、その
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発生を少しでも減らす取組として先頭を切って

ＺＥＢ化を推進していることを考えれば、少な

くとも現在の発電機による電力確保と並行し、

ソーラーパネルの設置を進めることで、安定し

た避難所運営が担保され、またゼロカーボンシ

ティに向けた本市の取組の周知にもつながると

考えますが、市長の御所見を伺い、以上で質問

とさせていただきます。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １５番大沢芳朋議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、次期市長選出馬について申し上げま

す。 

 私は、平成１９年２月の市長就任以来、故郷

かみのやまが将来にわたり持続的に発展し続け

るため、本市の最重要課題である人口減少対策

に加え、一貫して地域資源を生かした施策や自

主財源につながる施策を展開してまいりました。 

 人口減少対策では、切れ目のない子育て支援

が最重要と考え、上山小学校の新校舎建設をは

じめとした教育環境の整備、１８歳までの医療

費無料化等を実施いたしました。 

 また、働く場の確保として、数多くの優良企

業の誘致に努めるとともに、新たにかみのやま

温泉インター産業団地を造成し、分譲開始僅か

３年での完売につなげてまいりました。平成１

９年度以降、市内の立地企業数は３０社を数え、

うち市が誘致した企業は２０社に上ります。ま

た、蔵王みはらしの丘へ誘致した大型商業施設

には、現在も県内外から多くの方々が来市され、

訪れた方が市内の観光施設や飲食店へ立ち寄る

など波及効果も大きいものであると感じている

ところであります。 

 さらに、本市が全国に先駆けて実施した上山

型温泉クアオルト事業は、先般１５周年の記念

事業を盛大に終え、クアオルトといえば上山と

いう地位を確立いたしました。現在、日本クア

オルト協議会に加盟する６市２町をはじめ、全

国２６自治体において、健康をキーワードにし

た事業展開が行われております。 

 財政運営では、市長就任当初は大変厳しいも

のがありましたが、ふるさと納税を進め、企業

誘致による税収など自主財源の確保と歳出の徹

底した見直しを図ることで財政の健全化を図り、

今後のまちづくりを進めるための財政基盤が整

いました。 

 一方、ここ数年は新型コロナウイルス感染症

が猛威を振るい、状況が刻々と変化する中、こ

れまでにない難しいかじ取りが求められており

ます。医師会、商工団体など関係団体の多大な

る協力の下、市民の命と暮らしを守るため、感

染防止の徹底と地域経済の回復に向け全身全霊

をかけて取り組んでいるところであります。 

 現在実施しているキャッシュレス決済事業で

は、市内外から多くの方が買物に訪れ、新型コ

ロナウイルス感染症や物価高騰に苦しむ市民、

事業者双方に効果があったものと認識をしてお

ります。 

 また、新型コロナウイルス感染症の収束を見

据えた将来への投資も着実に進めてまいりまし

た。かみのやま温泉駅東エリアの整備や駅西エ

リアの空き家・空き地を活用したまちづくりは、

市民の意見も踏まえ、協定を締結した明海大学

とも連携し、大きな流れができようとしており

ます。また、かみのやまワインを盛り上げる新

たなワイナリーの建設も進み、まちなかにもワ

イナリーが生まれようとしており、にぎわいの

創出につながるものと大いに期待をしていると

ころであります。 
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 しかしながら、人口減少の波は大きく、今年

４月に本市が過疎地域に該当するなど、より一

層の解決策を図り、早期の過疎地域からの脱却

が求められます。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響を受

け続ける観光業の復活、デジタルトランスフォ

ーメーションの推進や、ゼロカーボンシティの

実現など、まだまだ道半ばであり、成果が見え

るまでには時間を要するところであります。 

 私は、４期１６年の市政運営の経験を生かし、

柔軟な発想で変わりゆく時代に向き合い、市民

と共に、誰もが上山に住んでいることに誇りと

自信を持ち、地域の特性を生かした心と体が潤

うまちづくりこそが、ポストコロナ時代の新し

い上山につながるものと確信をしております。

実現させることが市民の皆様に報いる道であり、

私の責務であると気持ちを新たにしております。 

 このような思いで、自ら先頭に立ち、引き続

き市政を担当いたしたいと考えております。 

 次に、廃校舎等の空きスペースを活用した企

業誘致について申し上げます。 

 廃校舎等の利活用につきましては、地域によ

る活用を最優先としており、元西郷第一小学校

では具体的な利活用に向けた検討が進められて

おります。 

 その他の廃校舎等につきましては、これまで

企業による利活用が見込まれる案件はございま

せんでしたが、引き続きニーズに合わせて情報

提供するなど、利活用を図ってまいります。 

 次に、災害時に備えた避難所へのソーラーパ

ネル設置について申し上げます。 

 避難所では、災害時の備えとして非常用発電

機を備蓄し、電源の確保に努めております。な

お、避難所への新たなソーラーパネルの設置に

ついては、今後実施する公共施設等への太陽光

発電設備等の導入調査を踏まえ進めてまいりま

す。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 市長におきましては、

多くの企業立地をはじめ、すごい実績があると

私は感じております。今ほど力強い５選出場の

お話を伺いましたので、私もぜひ応援したいと

思っております。一生懸命応援しますので、ぜ

ひ５選目指して頑張ってください。よろしくお

願い申し上げます。 

 次に、廃校舎等の空きスペースを活用した企

業誘致について伺いたいと思います。 

 まず、答弁いただきましたけれども、元西郷

第一小学校では具体的な利活用が検討されてい

るというようなお話がございましたけれども、

言える範囲で結構です、いろいろな事情がある

とは思いますので、もしどういった利活用が検

討されているのかということでお話できれば伺

いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 管理課長。 

○土屋光博管理課長 ４月に廃校になりました

西郷第一小学校でありますけれども、現在地元

の農業者等の数名の方から、利活用について御

相談をいただいているところでございます。そ

の方々から御相談いただきまして、実際計画を

今進めていただいているところでございますの

で、そういう状況でございます。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 分かりました。ただ、

今のお話に関しまして、そういった話が来てい

るというようなお話ですけれども、要するに地

区の方からということでの御回答だと思います

が、要するに企業誘致ということで私伺ってい

るところなんですが、地元の方が使うという認

識でよろしいんでしょうか。 
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○長澤長右衛門議長 管理課長。 

○土屋光博管理課長 その地元の農業者の方で、

ワインの加工、ワインとか干し柿等のことをや

っていきたいという御相談がございますので、

その方々が、まだどういう形態で行うかという

のはこれから今検討していただいているところ

でございます。一つになってやっていくのか、

それぞれでやっていくのかというこれからの状

況でございますので、それとともに、あとは地

域での利活用というのも進めていただけるとい

うことでございますので、現状そういう状況で

ございます。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 今管理課長の言葉を

聞いて安心したところでございます。さらに、

ほかにも廃校になっている学校等がございます

が、答弁の中にですけれども、引き続き情報提

供などをしていくということでございます。初

めの質問でもお聞きしましたが、今までは要す

るに地域の方々の利用活用を最重点として考え

ているというようなことが、私も議員をさせて

いただいて１２年になりますが、そういう言葉

をずっと聞いてきました。市長の車座ミーティ

ング及び議会報告会などでいろいろな公民館を

回りますけれども、そういった中でも、地域と

して何もないんだと、要するに行政のほうから

こういうことやりませんかというような提案を

ぜひいただきたいというようなことを何回も何

回も聞かされてまいったところであります。そ

ういったことを踏まえて、今後地域の活用が最

優先ということでございましたけれども、今ま

で要するにそういった地域の方々と、その地元

の廃校になった小学校を利活用するというよう

なお話合いはしっかり今までなされていたのか

ということで１点お聞きいたします。 

○長澤長右衛門議長 管理課長。 

○土屋光博管理課長 廃校になった場合、地域

での活用について、まず御検討いただきたいと

いうことでお話はさせていただきまして、そこ

で特に何もないという御回答をいただいた後、

市それから民間での活用という検討については

これまでやってきたということでございます。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 そうしますと、地区

の方々ともしっかり話をしながらこれまで廃校

利用ということで話はしてきたということで、

ちゃんとやってきたということでいいんでしょ

うか、再度確認します。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 廃校になった学校の件でご

ざいますが、その地域から学校がなくなるとい

うことは、大変地域にとっても寂しいことでも

ございますし、また、いわゆるコミュニティの

中心といいましょうか、そういった面でのそれ

を失うということは大変な状況だと思います。 

 そういう中で、まずなくなった学校について

地域でどう考えるのかということを基本的なス

タンスとしてきました。例えば、山元小中学校

については、地区公民館にしたいというような

ことで、地区公民館を設置いたしましたけれど

も、そのほか例えば中山小学校とか、あるいは

本庄小学校等については、県のほうから埋蔵文

化財センターというようなことで申込みがあり

ましたし、同時に我々も県からいろんなところ

をお借りしておるわけでございますので、それ

はお互いさまというようなことで、地元の了解

をいただいてそういう対応をしてきたところで

ございました。 

 そういう中で、なかなか地元の活用が決まら

ないというようなこともあったわけですけれど
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も、例えば今年本庄小学校のグラウンドについ

てはサッカースクールというようなこと、ある

いは宮生小学校については芸工大のキャンパス

というようなことで利活用していただいている

ところでございますが、今回の西郷第一小学校

については、地元から早々と、と言いましょう

か、そんなに間を置かずに利活用したいという

申込みがありましたので、それをまず対応させ

ていただくということでございます。 

 そういうことで、基本的には地元が使わない

という場合については、ある程度の年月を過ぎ

た場合については企業誘致とか、あるいは多面

的に使用していただくという取組はしっかりし

てきたつもりでございますし、ただ西郷第二小

学校については砂防堰堤の整備とか、そういう

ことが進まない状況にありまして、まだ中途で

ございますので、そういった申込みはございま

せんけれども、それぞれの学校の跡地等につい

てはそれなりに対応してきたというふうに考え

ております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 全体的に見てみます

と、本市の場合は逆に言えば利活用されている

ほうなのかなというような認識もないわけでは

ございません。ただ、今市長おっしゃいました

旧宮生小学校、ある大学のアトリエとして使用

されているということでございまして、もちろ

ん私も把握しておりますが、将来的に、長期的

に見てみますと、その廃校になった学校自体の

老朽化が進んでいるということで、ずっといら

れるかもそれは分かりませんけれども、旧宮生

小学校以外でも、県の埋蔵文化財センターで使

用しているということで、もちろん賃貸料とか

いろいろもらっているんだとは思います。空き

スペースというものが、要するに学校１階、２

階、３階ぐらいまであると思います。そういっ

たところで、まず１階しか使っていない、２階

空いているよ、３階空いているよといったとこ

ろに、そういったところにやっぱり積極的に、

もっと企業誘致も図るべき、複合施設としてや

るのもいいと思いますし、そういったことをも

っと行政のほうでＰＲしていかなければ、やっ

ぱりそういったところにも話が来ないというよ

うな現状があると思います。その件に関して、

その空きスペース、校舎の空きスペースという

ことでどのように認識されているのか、お答え

できればお願いしたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 管理課長。 

○土屋光博管理課長 空きスペースにつきまし

ては、今市長からもその活用についてお話あり

ましたけれども、そんなに多くは空いていない

という認識でございます。本庄につきましても、

埋蔵文化財センター以外にも、それぞれの部屋

を活用しているところも、例えば危機管理の関

係でのものとか、いろいろ置いているところも

ございますので、そんなに今使っているところ

では空いているスペースは多くないというふう

に認識しております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 分かりました。ただ、

利用価値がないわけではないと思いますので、

ぜひ空いたところを有効活用できるように何と

か考えていただければなというふうに思います。 

 先ほど、老朽化が進むということ、市長は西

郷第二小学校のことをお話しなされました。土

砂災害区域ということもあって、砂防ダム建設

しないとなかなか使用は難しいであろうという

ことでございましたけれども、ちょっと文科省

の廃校プロジェクトという、ホームページでは

そういった施策があって、そこの中に西郷第二
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小学校だけが載っているんですね。要するに使

ってくださいということで、上山市の場合、西

郷第二小学校だけが今現在もホームページに載

っていると。今お話の中で、土砂災害区域であ

ってなかなか貸出しもできないということをお

話しなされましたけれども、そういったことを

考えれば、何で削除しないのかなと、その砂防

ダムができる間ですね。ダムができたら載せて

もいいんですけれども、その件に関してはどの

ようにお考えになっているかお答え願いたいと

思います。 

○長澤長右衛門議長 管理課長。 

○土屋光博管理課長 みんなの廃校プロジェク

トに西郷第二小学校載せておりますが、先ほど

申し上げましたように、西郷第二小学校だけは、

これまでなかなかこの利用というのが、ほかの

利用というのがなったものですから載せている

現状でございます。その災害区域にありますの

で、それでもいいという方がいらっしゃれば、

ということもございますので上げておりますけ

れども、今後時期を見て削除する方向に考えて

いきたいと思っております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 分かりました。 

 今回、今年ですかね、竜沢分校を更地にしま

したね、本市において。私毎年竜沢のほうに龍

神桜を見に伺っておりまして、十数年見に行っ

ておりますが、この学校をどうするのかなと、

利用価値ないのかなと、いろいろなことを思い

ながら毎年通っておりました。急にといいます

か、今年更地にしたということでございますけ

れども、今お話しした西郷第二小学校に関しま

しても、かなりの老朽化が進んでいるというふ

うに、中のほうですね、そういうふうに私は認

識しているところであります。逆に言えば、そ

ういったところをもう壊してしまって、その場

所に企業誘致をするというようなことも考えら

れると思います。１００％できないということ

はないと思います。それに関して、どのように

お考えか伺いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 財政課長。 

○鈴木英夫財政課長 西郷第二小学校老朽化し

ているという話、そのとおりでございまして、

なかなか施設自体を貸すというのは難しい状況

かなというふうにも思っておりますけれども、

将来的にやはり竜沢分校、小白府分校、今年廃

校していきましたが、そういう危険的な施設が

どんどん出てくる場合には、やはり計画的に、

公共施設等総合管理計画に基づきながら解体を

していくというようなことも一つの選択肢でご

ざいますので、その辺は十分慎重に考えながら

進めていきたいというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 ぜひ、速やかにそう

いった対応を取っていただきたいと思いますけ

れども、今皆さんもテレビ等で御存じかもしれ

ませんが、現在建物を利活用するということで、

新築そっくりさんという、よくテレビ等でいろ

いろな建設会社が宣伝していると思いますけれ

ども、実際今使用している、または使用されて

いない廃校に当たりましても、要するにそうい

ったまるっきり建ててお金をかけるんじゃなく

て、使えるものは使うという、その再利用して、

要するに新築そっくりさんという形で自宅とか

を建てるという、そういう手法もございます。

せっかくその建物が廃校となってあるわけです

から、中をしっかり確認した上で、そういった

企業も呼べる場合もあると思います。そっくり

企業に売ればいいわけですし、先ほども言った

とおり、全部取り壊して企業誘致につなげると



－８８－ 

いうことも可能だと思いますので、ぜひそうい

ったことを考えながら、廃校を利活用できるよ

うに今後しっかり取り組んでいただければなと

いうふうに思います。西郷第一小学校は非常に

楽しみにしておりますので、ぜひ実現に向けて

頑張っていただければというふうに思います。 

 次に、災害時に備えたソーラーパネルの設置

についてということですけれども、答弁の中に、

今後実施する公共施設等への太陽光発電設備等

の導入調査を踏まえて進めてまいりますと。

「進めてまいります」ですので、答弁としては

今後やっていただけるのかなというようなこと

だと思いますけれども、今後実施する公共施設、

順番が、優先順位があれば、お話しできれば優

先順位をお聞きしたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 公共施設等における

太陽光発電設備等の導入調査において、その中

で優先順位をつけてやっていくということにな

りますので、例えばエネルギーの削減効果が高

い施設から順番にする等の順位づけが行われる

ものというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 そうしますと、初め、

私質問いたしましたが、今後上山小学校、体育

館等避難所になっています。あとは南中学校等

ですね、そういったところから進めていくとい

うことでよろしいんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 大きい施設ほど、そ

ういった太陽光パネルを上げる効果は大きいと

いうふうにこちらも判断しておりますけれども、

その調査の中で、実際に上げられる状況にある

のかどうかも含めて調査をしてまいりますので、

そういった中で優先順位をつけていくという考

え方でございます。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 ちょっと前後してし

まうんですけれども、上山小学校を今後ＺＥＢ

化にしていくのかということでお聞きできれば

伺いたいと思います。なお、南中学校しかりで

すけれども、二つに関してどのようにお考えな

のかお示し願いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 まず、ＺＥＢ化の考

え方として、体育文化センターと南小学校を選

んだ経緯でございますけれども、まず施設の中

にあるそういったエネルギーの消費量の高いエ

アコン等が多いという部分と、あとは太陽光パ

ネルをつけられる面積がある程度確保できると

いう観点で選んでまいりました。上山小学校に

つきましては、建設間もないということもあり

まして、そちら設備関係についてはもう省エネ

化がある程度図られているものということでご

ざいますので、ＺＥＢ化というよりは、太陽光

パネルをつけてエネルギーの創出のほうがどの

くらいできるかという検討になろうかと思いま

す。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 分かりました。本年

度、その２か所同時に採用されたと、ＺＥＢ化

が採用されたということで、山形県、東北でも

初めてだというようなことでございます。ぜひ、

本市においてもその太陽光発電、ソーラーパネ

ル以外でもＬＥＤ照明とかいろいろなことがご

ざいますが、避難所においてやはりソーラーパ

ネルというのは今から本当に必要なものだと私

は認識しているところでございます。答弁の中

でも、発電機を備蓄しておりますというような

ことがございましたが、やっぱりゼロカーボン
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シティを目指す本市においては、ぜひソーラー

パネルを順次設置していきながら、脱炭素化に

向けて進んでいっていただければなというふう

に思っているところでございます。進めてまい

りますということですので、期待しております

ので、ぜひ早急に設置いただきますようにお願

いを申し上げまして、私の質問とさせていただ

きます。ありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、１１番神保光一議

員。 

〔１１番 神保光一議員 登壇〕 

○１１番 神保光一議員 議席番号１１番、会

派市民クラブ神保光一です。通告に従い、質問

させていただきます。 

 １、新型コロナ対策について。 

 クラスターが発生した病院や高齢者施設等へ

の対応。 

 新型コロナウイルス感染症は、我が国におい

て２０２０年１月１５日に最初の感染者が確認

され、間もなく３年がたとうとしています。何

度か感染拡大の波を迎え、いまだにその影響は

続いています。発生当初は、感染防止を中心と

した封じ込めの方向で動いていましたが、今で

はウイズコロナに向け、感染拡大防止と社会活

動の両立を図るべくかじを取られています。こ

れまで、そして現在も様々な対策を取っている

中で、新型コロナウイルス感染症拡大前までと

はいきませんが、徐々に日常が戻ってきている

と実感しています。新型コロナウイルスワクチ

ン接種も進み、最近の全国的な政策では全国旅

行支援も始まり、本市においても県内外から人

が集まり、さらに市内で様々なイベントも開催

されるようになってきて、まち全体に活気が戻

ってきています。また、現在は行動制限は設け

ないという中で、季節柄の会話において、今年

の忘年会はどうしようといった話題なども、い

ろいろなところでよく耳にするようにもなりま

した。 

 １１月初旬の山形県の発表によりますと、山

形県内の感染状況について、第８波なのか今後

の状況を注視する必要があるとの認識を示しま

した。人口１０万人当たりの新規感染者数は、

全国でも高い水準となっています。こういった

状況について、１１月上旬時点で「第８波とは

言い切れない。今後の感染状況を見てからでは

ないか。本県の場合、第７波が収束せず、高止

まりが継続している状況」という認識を示し、

感染の第８波かどうか今後の感染状況や病床の

逼迫度合いなどを引き続き注視するとしていま

す。また、感染が再拡大する中で迎える忘年会

シーズンについては、「行動制限は現時点でか

ける考えはありません。感染対策を行いながら

経済を回していく」との考えを示しました。 

 一方で、これまでの新型コロナウイルス感染

者は、全国で累計２，０００万人超、山形県内

では１５万人を超え、本市でも２，０００人以

上に上ります。前で述べたよう、山形県内での

感染者数はまだまだ増加傾向にあり、年末にか

けて第８波の到来やインフルエンザとの同時流

行の可能性などが懸念されています。また、こ

の３年間の中で、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大は、健康被害だけにとどまらず経済に

も大きな影響を与え、大変厳しい状況に陥りま

した。様々な業種において影響は大きく、本市

においても特に観光業、飲食業に与えた影響は

計り知れません。感染者やクラスターが発生し

た場合、現在でも学校や企業などが休業を余儀

なくされており、これまでのような生活が送れ

なくなるなど、いまだに私たちの日常生活にも

大きな影を落としています。 
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 本市でも、これまで多くの感染者が出ていま

す。実際に新型コロナウイルスに感染した場合、

感染者並びに濃厚接触者は療養に当たることと

なっています。濃厚接触者につきましては、病

院や高齢者施設等のハイリスク施設を除き、現

在特定や連絡を行ってはいません。身近な方に

陽性となった方がいる場合、自身で濃厚接触者

に該当するか判断することとなっています。感

染者と接触があったことのみを理由として、出

勤を含む外出を制限する必要はないとされ、検

温など自身による健康状態の確認などをお願い

する形を取っています。オミクロン株について

は、若者の重症化リスクが低く、大部分の人は

感染しても軽症で入院を要することはないとさ

れているためです。また、感染の中心が飲食の

場から高齢者施設、病院、学校、保育所等の施

設や家庭内感染へと変わってきました。これら

を踏まえ、新たな行動制限を行わず、重症化リ

スクのある高齢者や基礎疾患のある方などを守

ることに重点を置き、様々な対応を取りながら

ウイズコロナの考えの下、感染拡大防止と社会

活動の両立を図っております。 

 しかし、こういった対応を取っていく中でも、

特に前述の病院や高齢者施設などのハイリスク

施設では、施設内で一旦感染者やクラスターが

発生してしまった場合、保健所の判断にもなり

ますが、性質上簡単に休業することができず、

休業しない場合は感染者及び濃厚接触者に該当

する業務従事者が療養をし、該当しなかった残

った業務従事者たちで感染リスクを負った中、

また高齢者や基礎疾患を持った方などハイリス

クに該当する利用者にも感染させないよう、細

心の注意を払いながら業務をこなす苛酷な状況

となります。また、感染経路として家族間感染

が増加している中、出勤に伴い常にその不安に

もさらされます。さらに、本市は高齢者の割合

が多く、多くの高齢者が病院や高齢者施設等の

ハイリスク施設を利用しており、感染拡大が長

期化すれば重症化リスクがその分増えます。 

 病院や高齢者施設等のハイリスク施設におい

て、業務に伴うリスク・負担軽減のために宿泊

事業者との間で個別に協定を結び、施設内で感

染者やクラスターが発生した際、一定期間感染

者及び濃厚接触者に該当しない業務従事者を宿

泊施設で受け入れる取組を行っている事例が、

本市を含め全国的にあるようです。このような

取組を行うことで、感染者やクラスターが発生

した際、業務継続、施設内感染拡大防止やクラ

スターの早期収束、利用者の重症化防止、業務

従事者の不安の解消や業務従事者の家族内での

２次感染拡大の防止が望め、何より苛酷な環境

下ではありますが、業務従事者が少しでも安心

して業務に臨めるようになり効果的だというこ

とです。 

 前に述べたよう、これまで何度か感染の波を

迎え、このような民間施設間の取組は感染拡大

初期よりその都度行われてきました。当初は、

新型コロナウイルス感染拡大がここまで長引く

前提でなく、クラスター発生件数に関しても今

と比べ少数のため、一民間施設間での対応が可

能でした。しかし、第８波の到来が懸念され、

さらに長引くことが予想される中、また特に病

院や高齢者施設等のハイリスク施設においてク

ラスター発生件数や感染者数が増加していく中、

一民間施設間のみでの対応が難しくなってきて

います。本市で安心して生活していくためには、

病院や高齢者施設等の業務継続、クラスター発

生時の早期収束が望まれます。そのため、特に

病院や高齢者施設等のハイリスク施設でクラス

ターが発生した際、以下２点の自治体の協力が
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必要であると考え、提案させていただきます。 

 ア、業務従事者の宿泊施設の確保と調整。 

 まず、第１点に行政による業務従事者を受入

れ可能な宿泊施設の確保と調整です。この取組

を行う上で、まずは病院や高齢者施設等のハイ

リスク施設内で感染者やクラスターが発生した

際、一定期間感染者及び濃厚接触者に該当しな

い業務従事者が宿泊できる施設の確保と調整が

必要となります。これまでの事例であれば、都

度病院や高齢者施設等のハイリスク施設側から

１軒ずつ宿泊施設にかけ合い、交渉し、宿泊施

設を確保しているということです。これまでの

状況でも、施設の業務従事者の数を考えれば十

分とは言えないと聞き及んでいますが、さらに

今後は感染拡大の長期化及びクラスター発生件

数、感染者の増加が懸念されることで、希望さ

れる施設が増加していくことが予想され、ます

ます宿泊施設の確保が困難になると思われます。

実際に受入れを行っている施設によれば、第８

波に備えてか、ハイリスク施設側からの問合せ

が急増しているそうです。また、病院や高齢者

施設等のハイリスク施設と宿泊施設間は、ふだ

んあまり関わりがないため情報等もなく、受入

れの宿泊施設確保に向けかけ合い、交渉するこ

と自体が難しいということでした。 

 幸い、本市においては、病院や高齢者施設等

のハイリスク施設、宿泊施設ともに行政とは深

い良好な関係にあります。行政が間に入り、宿

泊施設にかけ合い、受入れ施設の確保を行うこ

とで、施設間で単体で行うよりも円滑に交渉が

でき、賛同を得られやすく、より多くの受入れ

施設の確保が期待できます。また、病院や高齢

者施設等のハイリスク施設でクラスターが発生

した際は行政に依頼をするようにし、行政が受

入れ可能施設等の情報提供を行い、双方間を調

整することで、その後の病院や高齢者施設等と

宿泊施設との間でより円滑な手配、受入れが期

待できます。結果として、本市内での施設内感

染拡大防止やクラスターの早期収束、利用者の

重症化防止、施設の負担・リスクの軽減、業務

従事者の不安の解消や業務従事者の家族内での

２次感染拡大防止ができ、何より苛酷な環境下

にある業務従事者が少しでも安心して業務継続

に臨めるようになります。 

 イ、宿泊施設利用料金の支援。 

 ２点目に、宿泊施設利用料金の支援です。病

院や高齢者施設等のハイリスク施設でこのよう

な取組を行う際、当然宿泊費用が発生します。

現在、その費用は病院や高齢者施設等のハイリ

スク施設の全額負担となっており、費用負担が

重くのしかかります。これまでの事例では、一

度施設内でクラスターが発生した場合、完全収

束までに１か月、長い場合は２か月を超えるこ

ともあるようです。仮に、１人１泊６，０００

円として、３０日間業務従事者３０人が利用し

た場合、５４０万円もの宿泊費用が発生します。

クラスター発生件数や感染者数が増加してきた

こと、感染拡大の長期化により、１度だけでな

く複数回利用する可能性が増え、宿泊期間が長

期化してしまうことが出てきたため、今後さら

なる負担増が予想されます。実際に、感染の波

の都度クラスターが発生し、既に複数回利用し

た事例もあるそうです。 

 業務の継続や、業務従事者、利用者が安心で

きるように実施しているものの、負担があまり

にも大きくなってきています。行政の協力の下、

この負担を軽くし、こういった取組をしやすく

することで、特に高齢者の多い本市において、

クラスターが発生した際の早期収束や重症化防

止にもつながり、より上山に安心して生活でき
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ることが期待できます。 

 本市において、特に病院や高齢者施設等でク

ラスターが発生した場合、施設の負担・リスク

の軽減を図るため、より安心して上山で生活し

ていくために、以上２点を提案させていただき

ますが、市長の御所見を伺い、質問とさせてい

ただきます。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １１番神保光一議員の御質

問にお答えいたします。 

 業務従事者の宿泊施設の確保と、調整及び宿

泊施設利用料金の支援について申し上げます。 

 検査キットの普及により、感染の有無の不安

は以前より軽減されている状況にあり、クラス

ター発生施設の業務従事者については、宿泊を

希望される人も限定的になっていること、また

受入れ可能な市内の宿泊施設が限られているこ

とや、独自の宿泊先確保の手法により円滑に対

応している施設等が多いことなどから、現時点

において、市が業務従事者の宿泊施設の確保と

調整及び宿泊施設利用料金の支援を行う考えは

持っておりません。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 まず、１１月３０日

時点で県の発表がありまして、第８波に入った

と、また地域経済への影響を考慮して行動制限

は求めず、拡大抑止と経済活動の両立を目指す

という発表がございましたが、そちらに関しま

して、本市としてはどのように捉えており、ま

たどういった今後対応をしていくのか、お答え

をお聞かせください。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 おっしゃるとおり、

今第８波の入り口に差しかかったということが

全国的にも出されております。本市としまして

は、これまでどおり感染拡大の防止、ワクチン

の接種率の向上、それと同時に経済効果が出る

ような対策、これを両立で進めていく考えでご

ざいます。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 また、最近の感染の

傾向としまして、飲食の場から高齢者施設や病

院、学校など、また家族内、家庭内の感染へと

変わってきているというふうなことがございま

して、こういったことがあるので行動自粛は求

めないというふうな形の理由の一つとなってい

るかと思います。 

 ただ、その一方で、やはり高齢者施設また病

院等、現在取っている策をそのまま実施してい

くということで、つまりこれは今後、今現在進

行形でクラスターなんかが高齢者施設等増えて

きておりますが、今後も増えていくということ

が懸念されて、現在の策というのを継続してい

るというふうなことなのかなと思っております。 

 こういった中で、県のほうで早期発見、早期

対応を図り、拡大を防止にとっていきたいとい

うふうな考えもあるようで、そういった中で現

に民間で、先ほど初めの質問のほうで述べさせ

ていただいたような取組というのを行っており

ます。 

 ただ、今後、先ほどお聞きした第８波の入り

口に差しかかったということで、こういった取

組を必要とするような施設が増えてくることも

予想されてくるんですが、そこで改めてまた初

めの質問とかぶるところはあるんですけれども、

市のほうでこういった取組に対して、今後の第

８波が来るというふうな中で助力していくつも

りはないのか、改めてお聞かせいただければと

思います。 
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○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 高齢者施設等での感

染対策についてどうかということかと思います

が、これまでどおり国のほうでも感染対策を強

化するということで、現在病院、高齢者施設に

検査キットを強化して無償で配付をしておりま

す。週に複数回検査体制が取れるような検査キ

ットを今確保して、例えばクラスターが発生し

たところでは、検査キットでしっかりと濃厚接

触者と感染者以外の方々は陰性を確認した上で

従事しているというような環境をつくっている

ところでございます。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 また、答弁のほうで、

独自の宿泊先の確保の手法により円滑に対応し

ている施設が多いというふうにございましたが、

これに関してちょっと見解をお聞かせいただき

たいんですけれども、今そのようにされている

施設が実際ありまして、そういったところとい

うのは割とコロナ感染拡大の初期のほうから行

っているところが多いようでした。やっぱり一、

二年、長いところだと３年近く、もうこういっ

た取組しているということで、円滑にできてい

るところなのかなというふうに感じております

が、先ほどから言っているとおり、これからま

た第８波が迫ってきている状況で、新たにこう

いった取組を例えば利用したいという施設が出

てきた場合に、どうしても円滑に行っていくこ

とが難しいというふうなところがちょっと予想

されるところでございます。そういった施設が

もし出てきた場合とかの、市のほうで何かこう

いった確保、調整といったところでの御助力と

いうのはやはりお考えはないのか、お示しいた

だければと思います。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 施設等にも状況をい

ろいろ聞き取りしておりまして、先ほどの答弁

の中でもありましたとおり、感染初期の頃と違

う点が、検査キットが今しっかり確保されてい

るということで、そのキットを活用することに

よって感染の有無の不安は大分軽減されてきた

ということで、今現在各施設等につきましては、

実際クラスターが発生した施設におきましても

宿泊を希望される方が非常に少ないというふう

に聞いております。ですので、これまで特に上

山市内に宿泊受入れされる施設というのは非常

に限られている状況ですので、各施設とも直接

山形市のほうに問合せをしたり、その施設のい

わゆるつながりによって宿泊先を確保されてい

るというふうに伺っておりますので、そういっ

た意味では現在そんな困難ではない状況と把握

しております。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 また、宿泊施設の利

用料についてですが、今宿泊を希望される方が

大分限定的になってきているというお話ではあ

りましたが、といえど、やはりそれなりの、も

しやる上ではそれなりの負担がやっぱりかかっ

てくるかと思います。やはり、こういった取組

を今後進めていく上では、宿泊の利用料の軽減

というものを図っていかなければならないのか

なと思っております。 

 また、受入れ可能施設が限られているという

ふうな御回答もございましたが、これには二つ

というか、いろいろ理由はあるんでしょうけれ

ども、宿泊施設側の理由としては、例えば上山

に関しましては旅館が多いとか、そういった理

由が当然あるかと思います。あとは、実際そち

らのほうに依頼したい病院とか高齢者施設側か

らすると、宿泊施設を一つに限ってしまう理由
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の一つとしては、宿泊料がどうしてもかさんで

きてしまうというふうなところがあり、なかな

かそういったところに声がやっぱりかけにくい

ような状況ができてしまっております。ですの

で、そういったところを解消するためにも、宿

泊施設の利用料金の支援、そして施設側への負

担の軽減ということをお考えいただきたいんで

すが、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 宿泊利用料の支援に

つきましては、初めの質問のお答えにもあった

とおり、現在の状況では、そこはまだニーズが

限られてきたということで考えてはおりません

が、これまで使った当然宿泊料とかもあるかと

思います。県の制度で、そういった支援の制度

もございますので、そちらを活用することは可

能かと考えております。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 最後になりますが、

今までいろいろ御答弁いただいた中で、市とし

てもそういった民間での取組というのをしっか

り把握されていただいているようで、少し安心

したところではございます。ただ、今後やはり

今の状況が続いていく中で、ハイリスク施設と

呼ばれているような施設に関しては、こういっ

た懸念というのがどうしても出てくると思いま

す。ですので、市としても早期収束に向けた取

組になるかと思うので、上山の中で安心して働

き、安心して生活できるようにするために、改

めてこういった支援、対応のほうをお願いさせ

ていただきまして、私からの質問とさせていた

だきます。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

散  会 

 

○長澤長右衛門議長 以上で本日の日程の全部

を終了いたしました。 

 これをもって散会いたします。 

 御苦労さまでした。 

    午後 ４時４８分 散 会 

 


